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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

 ２ 第７期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３ 従業員数は就業人員数です。なお、臨時従業員の平均雇用人員数は、（ ）内に外数で記載しております。

４ 平成17年10月13日開催の取締役会決議により、平成17年12月15日付をもって、１株を２株に分割いたしまし

た。株式分割のあった連結会計年度の１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、

期首に株式分割が行われたものとして計算しております。 

５ 平成18年10月16日開催の取締役会決議により、平成18年12月１日付をもって、１株を２株に分割いたしまし

た。株式分割のあった連結会計年度の１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、

期首に株式分割が行われたものとして計算しております。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高 (千円) 975,744 924,205 1,015,129 1,259,990 1,628,623 

経常利益 (千円) 331,448 136,357 174,943 263,489 537,173 

当期純利益 (千円) 198,006 69,077 106,206 263,197 672,444 

純資産額 (千円) 3,927,233 4,955,041 5,041,934 5,309,057 6,378,310 

総資産額 (千円) 4,223,929 5,210,076 5,215,242 5,643,328 6,682,156 

１株当たり純資産額 (円) 65,519.42 75,895.12 76,667.09 40,255.25 22,465.45 

１株当たり当期純利益 (円) 3,313.24 1,136.98 1,623.15 1,920.52 2,545.77 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
(円) 3,219.59 1,113.93 1,606.47 1,909.70 2,505.71 

自己資本比率 (％) 93.0 95.1 96.7 94.1 89.0 

自己資本利益率 (％) 5.0 1.4 2.1 5.1 11.9 

株価収益率 (倍) 30.5 130.2 99.8 109.9 43.6 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) 185,549 60,547 244,790 222,994 414,121 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) △125,501 △1,063,678 1,022,377 △145,817 △3,335,798 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) 8,478 952,363 △17,283 119,121 464,136 

現金及び現金同等物の

期末残高 
(千円) 3,340,865 3,290,140 4,540,216 4,736,404 2,278,807 

従業員数 (名) 42(17) 37(15) 35(16) 36(21)  50(18)  



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

 ２ 第７期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３ 従業員数は各期末の就業人員数です。なお、臨時従業員の平均雇用人員数は、それぞれ（ ）内に外数で記

載しております。 

４ 平成17年10月13日開催の取締役会決議により、平成17年12月15日付をもって、１株を２株に分割いたしまし

た。株式分割のあった事業年度の１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、期首

に株式分割が行われたものとして計算しております。 

５ 平成18年10月16日開催の取締役会決議により、平成18年12月１日付をもって、１株を２株に分割いたしまし

た。株式分割のあった事業年度の１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、期首

に株式分割が行われたものとして計算しております。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高 (千円) 690,240 487,169 469,738 630,566 1,078,161 

経常利益 (千円) 237,967 65,166 69,736 105,561 330,604 

当期純利益 (千円) 136,977 32,404 43,002 134,973 355,113 

資本金 (千円) 1,562,250 2,055,015 2,060,965 2,064,025 2,091,125 

発行済株式総数 (株) 59,940 65,288 65,764 131,624 264,704 

純資産額 (千円) 3,864,444 4,855,231 4,879,646 5,011,640 5,334,122 

総資産額 (千円) 3,956,221 4,906,037 4,950,992 5,117,013 5,537,316 

１株当たり純資産額 (円) 64,471.89 74,366.37 74,199.35 38,014.65 20,151.07 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配

当額） 

(円) 

(円) 

450 

(―) 

450 

(―) 

450 

(―) 

400 

(―) 

500 

(―) 

１株当たり当期純利益 (円) 2,292.04 533.35 657.20 965.01 1,344.41 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
(円) 2,227.26 522.54 650.45 959.57 1,331.20 

自己資本比率 (％) 97.7 99.0 98.6 97.9 96.3 

自己資本利益率 (％) 3.5 0.7 0.9 2.7 6.9 

株価収益率 (倍) 44.1 277.5 246.5 218.7 82.6 

配当性向 (％) 19.7 84.4 68.5 41.5 37.2 

従業員数 (名) 21(9) 17(9) 13(6) 23(12) 25(13)  



２【沿革】 

年月 概要 

平成10年３月 

金融情報に関する雑誌、新聞、報告書並びにディスク及びシーディーロム等のソフトウェアの設

計、開発、制作、販売及び輸出入並びにインターネット・ホームページ等を利用した金融情報提

供サービスを目的として、東京都中央区に設立（資本金10,000千円）。 

平成10年12月 インターネット・ホームページ http://www.morningstar.co.jp を開設。 

平成12年６月 
大阪証券取引所（現 株式会社大阪証券取引所）のナスダック・ジャパン市場（現 ニッポン・

ニュー・マーケット 「ヘラクレス」）に上場する。 

平成13年５月 
投資助言、コンサルティング分野の展開を図るため、100％出資による「モーニングスター・ア

セット・マネジメント株式会社」（資本金30,000千円）を設立し、連結子会社とする。 

平成13年11月 

ホームページの運営企業に対してウェブサイトの比較評価情報やアドバイスの提供を行っている

「ゴメス株式会社」の株式1,400株（発行済株式総数の35％）を追加取得し、発行済株式総数の

65％を保有する連結子会社とする。 

平成14年９月 
労働組合などの加入者を対象としたライフプランニングセミナーなどを展開している「イー・ア

ドバイザー株式会社」の株式を取得し、発行済株式総数の100％を保有する連結子会社とする。 

平成15年７月 
わが国初の「社会的責任投資株価指数」（ＭＳ－ＳＲＩ）を開発し、ホームページ上での公表す

るとともに、各種ニュースメディアにも提供を開始する。 

平成15年11月 ソフトバンク・ファイナンス株式会社に対し、4,300株の第三者割当増資を実施する。 

平成16年７月 

ソフトバンク・ファイナンス株式会社が保有する当社株式（32,968株）全てをソフトバンク・イ

ンベストメント株式会社に譲渡したため、ソフトバンク・インベストメント株式会社が当社の親

会社並びに主要株主となる。 

平成16年９月 

ゴメス株式会社の株式1,200株を追加取得する。また、株式交換によりイー・アドバイザー株式

会社の全株式をゴメス株式会社に譲渡し、ゴメス株式会社の新株式1,482株を取得する。その結

果、ゴメス株式会社への出資比率が96.4％となる。 

平成17年４月  
株式会社株式新聞社が実施した第三者割当増資250,000 株につき、その全額を引受け同社を議決

権の26.8%を保有する関連会社とし、連結財務諸表において持分法を適用する。 

平成17年６月  ゴメス株式会社が第三者割当増資を行い、当社の持分比率は96.4％から84.9%となる。 

平成17年７月  
ソフトバンク・インベストメント株式会社が商号をＳＢＩホールディングス株式会社に変更し、

当社の親会社がＳＢＩホールディングス株式会社となる。  

  ゴメス株式会社が、商号をゴメス・コンサルティング株式会社に変更する。 

 平成17年10月  
イー・アドバイザー株式会社の全株式（17,140株）をゴメス・コンサルティング株式会社より取

得し、イー・アドバイザー株式会社を当社直接の100％出資子会社とする。 

 平成17年12月  イー・アドバイザー株式会社を合併する。 

平成18年１月   財団法人日本情報処理開発協会（JIPDEC） 「プライバシーマーク」付与の認定取得 

平成18年２月   日本郵政公社の投信窓販向けに資産運用関連の情報冊子「幸せのレシピ」を提供開始 

平成18年５月  
モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社が、住友信託銀行販売の「住信 財産四分

法ファンド（毎月決算型）（愛称：四分法）」に係わる投資助言の提供開始 

平成18年５月  海外機関投資家が保有する国内上場企業の銘柄情報を提供開始  

平成18年６月  

モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社が、中央三井信託銀行販売の「モーニング

スター グローバルバランスファンド（愛称：バイナリースター）」に係わる投資助言の提供開

始  

平成18年８月  ゴメス・コンサルティング株式会社が大阪証券取引所・ヘラクレス市場へ新規上場  

平成18年11月  
モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社が、住友信託銀行販売の「住信 ジャパ

ン・プレミアム・セレクト・ファンド（愛称：Jセレクト）」に係わる投資助言の提供開始  

平成18年12月  エージェント・オール株式会社への出資および子会社化  



３【事業の内容】 

(1)当社グループの事業の内容について 

 当社グループは、投資信託をはじめとする各種金融商品やインターネットサイトに関する比較・評価情報及び各種助

言の提供を主な業務としております。 

グループ各社が収集・作成した各種金融商品やインターネットサイトに関する情報・データを利用して、法人顧客に

対する商品レポートやウェブ広告の受注・作成、ホームページを通じた個人ユーザーに対する比較・評価情報並びに

投資知識の提供、法人や団体に対する資産運用やインターネットのサイト運営に関する助言及びコンサルティング、

法人顧客の従業員や労働組合員に対する投資教育、ライフプランニング支援などの役務を提供しております。 

当企業集団のすべての事業は蓄積した情報を比較・分析・評価する「総合レーティング事業」に属しておりますの

で、事業区分はありませんが、当連結会計期間より「総合レーティング事業」のなかを「レーティング」の対象分野

によってセグメントを「金融情報評価・情報提供・コンサルティング 」と「ウェブサイト評価・情報提供・コンサル

ティング 」に区分することといたしました。 

  

 セグメント 

 （会社名） 
商品・サービス   主な業務内容 

金融情報評価・

情報提供・コン

サルティング  

（モーニングスター

㈱、エージェン

ト・オール㈱、モ

ーニングスター・

アセット・マネジ

メント㈱）  

コンサルティング  

セミナーの実施、シュミレーションツールの提供などのライ

フプラン支援業務、金融商品販売機関向けコンサルティン

グ、資産運用セミナーの実施、モーニングスター社会的責任

投資株価指数（ＭＳ－ＳＲＩ）の組成・管理、「ファンド・

オブ・ファンズ」へ投資すべきファンドの選定等の助言サー

ビス、確定拠出年金向けシュミレーションツール ほか 

データ・ソリューション 

ファンド分析レポート、国内株式レポート、米国株式レポー

ト、月刊誌「ファンド・インベスター」の提供・販売、「ス

ターレーティング」をはじめとした金融機関・メディア等へ

のカスタムファンドデータの提供、ファンド・オブ・ザ・イ

ヤーの選定・発表・ライセンス提供、国内投資信託比較分析

ツール・海外ファンド比較分析ツールの提供、海外の機関投

資家が保有する国内上場企業の銘柄情報の提供 ほか 

メディア・ソリューション 

当社ホームページにおける広告、各種媒体での金融商品販売

機関の広告に関するコンサルティング収入 マーケティング・

コンサルティング、広告代理店業務 ほか 

ウェブサイト評

価・情報提供・

コンサルティン

グ  

 （ゴメス・コンサル

ティング㈱） 

ウェブサイト・コンサルティング 

ウェブサイトの改善を行うためのウェブアナリスト分析・競

業他社分析・ユーザビリティテスト・モニターアンケート調

査ほか様々な分析サービスの提供 

ウェブサイトの多角的分析結果をもとに、ユーザに最も使い

やすく、かつ企業収益に貢献するウェブサイトの構築 

ユーザに最も使いやすく、かつ企業収益に貢献するウェブサ

イトを維持していくために必要な継続的分析やウェブサイト

の運用サービス  

ＧＰＮ 

 （Gomez Performance Networks） 

ウェブサイトの表示速度やエラーの発生状況などをリアルタ

イムに計測・監視するツールGPN

（Gomez Performance Networks）をＡＳＰ化して提供、GPNに

よる測定結果のレポート提供 



〔事業系統図〕 

事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

(2)当社及び連結の組織形態について 

当社は事業持株会社として自社で事業を行うと同時に、連結子会社としてゴメス・コンサルティング株式会社、エー

ジェント・オール株式会社およびモーニングスター・アセット・マネジメント株式会社の３社、持分法適用関連会社

として株式会社株式新聞社を有し、モーニングスター・グループ（以下「当社グループ」という。）を形成しており

ます。 

当社は、当社グループ各社間で経営資源やノウハウの共有を促し、顧客開拓を共同で行うなどいわゆるシナジー効果

を追求し、当社グループ全体の企業価値を高めていくことも経営目的としております。 

〔企業集団図〕 

  

① モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社（連結子会社） 

当社の100％出資によって平成13年５月11日に設立された、財務諸表等規則に定める当社の「子会社」であります。

同社は、投資顧問や資産運用に係るコンサルティング・サービスを提供する事業を展開しており、具体的には複数の

ファンドに投資する「ファンド・オブ・ファンズ」の組成にあたって、投資すべきファンドの選定等の助言サービス

を金融機関に対して行っております。 

当連結会計期間中に、従来からの中央三井信託銀行株式会社で販売されている「モーニングスター・セレクトファン

ド」、株式会社東京スター銀行で販売されている「スターバリューファンド」及びＳＢＩイー・トレード証券株式会

社で販売されている「アジアSRIファンド」の３ファンドに加え、住友信託銀行株式会社が販売する「住信 財産四分

法ファンド（毎月決算型）（愛称：四分法）」「住信 ジャパン・プレミアム・セレクト・ファンド（愛称：Jセレク

ト）」及び中央三井信託銀行株式会社が提供する「モーニングスター グローバルバランスファンド（愛称：バイナ

リースター）」に対する助言サービスを開始し、合計７ファンドに対する投資助言を行なっております。 

  



② ゴメス・コンサルティング株式会社(連結子会社) 

当社が議決権の68.5％を出資している財務諸表等規則に定める当社の「子会社」であり、平成18年8月16日に株式会

社 大阪証券取引所、ヘラクレス市場に新規上場いたしました。 

同社は、当社の蓄積した情報を比較・分析・評価する「レーティング」のノウハウを活用し、インターネット上でサ

ービスを提供している企業のウェブサイトをユーザーの視点で評価・ランキング付けし、インターネットユーザーに

ホームページ（http://www.gomez.co.jp/）で客観的かつ有用な情報を提供しております 

  

③ エージェント・オール株式会社(連結子会社) 

平成18年12月14日にエージェント・オール株式会社が実施した第三者割当増資2,657株につき、その全額を引受けま

した。その結果、エージェント・オール株式会社は当社が議決権の93%を保有する連結子会社となりました。 

同社は、インターネットを活用したマーケティングのノウハウやネット広告代理業での経験に卓越した人材を有して

おり、加えてシステムコンサルティング等の付加価値の高いサービスも提供していることなど、当社および当社子会

社のゴメス・コンサルティング株式会社が執り行っているレーティングやサイト評価などの事業と極めて親和性が高

く、シナジー効果が期待できるものと判断し、株式の取得および子会社化いたしました。 

なお、エージェント・オール株式会社は平成18年12月20日付けで、商号をシーエヌエー株式会社からエージェント・

オール株式会社に変更しております。 

  

④ 株式会社株式新聞社（持分法適用関連会社） 

当社が議決権の26.8%を保有する関連会社であり、連結財務諸表において持分法を適用しております。 

同社は証券専門新聞として国内最大の発行部数を誇る日刊「株式新聞」を発行しており、昭和24年の創業以来、独立

中立的な視点から投資家のためのマーケット情報を発信し続けております。ともに中立的な立場からの情報配信を手

掛ける当社と株式新聞社の親和性の高さを活かした業務提携を行い、シナジー効果を発揮できると考えております。 

  



４【関係会社の状況】 

 （注) １ 資本金は平成18年12月31日現在のものであります。なお、モーニングスター インクについては、平成18年

12月31日現在の株主資本金額を平成18年12月29日現在の為替相場で換算して記載しております。 

２ 有価証券報告書提出会社であります。 

３ 特定子会社であります。 

４ ゴメス・コンサルティング株式会社の売上高は、連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

ゴメス・コンサルティング株式会社は、有価証券報告書を提出しており、また、事業の種類別セグメントの

うちウェブサイトサイト評価・情報提供・コンサルティングの売上高に占める同社の売上高の割合が90％を

超えるため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

５ 平成18年12月14日にエージェント・オール株式会社が実施した第三者割当増資2,657株につき、その全額を

引受けました。その結果、エージェント・オール株式会社は当社が議決権の93%を保有する連結子会社とな

りました。 

  

名称 住所 

資本金又は
出資金 
 (注１) 
(百万円) 

主要な事業の内容 
議決権の
所有割合 
(％) 

議決権の
被所有割
合(％) 

関係内容 

(親会社)             

ＳＢＩホールディン

グス株式会社(注２) 
 東京都港区 54,567 

アセットマネジメン

ト事業、ブローカレ

ッジ・インベストメ

ントバンキング事

業、ファイナンシャ

ル・サービス事業を

コアビジネスとした

総合金融サービス  

―  49.8 

業務委託・不動

産賃借・商品・

サービスの販売  

役員の兼任…３

名 

(連結子会社)             

モーニングスター・

アセット・マネジメ

ント株式会社(注３) 

東京都港区 30 
投資顧問、資産運用

コンサルティング 
100.0 ― 

商品・サービス

の販売 

役員の兼任…３

名 

ゴメス・コンサルテ

ィング株式会社 

(注２、３、４) 

東京都港区 610 

ウェブサイト評価・

情報提供・コンサル

ティング 

68.5 ― 
業務の受託・委

託 

エージェント・オー

ル株式会社 

(注５） 

東京都港区 65 

マーケティング・コ

ンサルティング、広

告代理店業務 

93.0 ― 

業務の受託・委

託 

役員の兼任…１

名 

(持分法適用関連会

社)  
        ―   

株式会社株式新聞

社  
東京都中央区  122 日刊株式新聞の発行 26.8 ― 

商品・サービス

の販売及び購入  

役員の兼任…１

名 

(その他の関係会社)             

モーニングスター 

インク 

米国イリノイ州

シカゴ市 
20,864 

雑誌・インターネッ

トによる投資情報サ

ービス、投資アドバ

イス・ガイダンス業

務 

― 34.7 

ノウハウの提供 

分析・調査の指

導 

役員の兼務…３

名 



 (7）親会社等に関する事項  

 平成18年12月31日現在  

  

② 親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号又は名称及びその理由 

  

ａ ＳＢＩホールディングス株式会社グループにおける当社グループの位置付けについて 

ＳＢＩホールディングス株式会社は平成18年12月末現在で当社の発行済株式総数の49.8％を所有する財務諸表等規則

に定める当社の「親会社」であります。 

同社は、「アセットマネジメント事業」、「ブローカレッジ＆インベストメントバンキング事業」、「ファイナンシ

ャル・サービス事業」の３つのコアビジネスに加え、「住宅不動産事業」、「生活関連ネットワーク事業」を新たな

コアビジネスとして位置付け、金融の枠を超えて成長し続ける企業集団を目指しております。 

当社グループは、これらのコアビジネスのうち、様々な金融商品の比較・検索・提供に関わる「ファイナンシャル・

サービス事業」の中核企業として事業を展開しております。 

  

親会社等 属性 

親会社等の議

決権所有割合

（％） 

親会社等が発行する株券が上場

されている証券取引所等 

ＳＢＩホールディングス株式会社 親会社  49.8 
東京証券取引所 第一部  

大阪証券取引所 第一部 

モーニングスター・インク 
上場企業が他の会社の関連会社で

ある場合における当該他の会社  
34.7 ナスダック証券取引所（米国） 

上場会社に与える影響が最も大きいと認め

られる会社の商号又は名称 
ＳＢＩホールディングス株式会社 

その理由 
同社及び同社の取締役が保有する当社株式の議決権所有割合が過半数を超

えるため。  



  

当社グループはＳＢＩホールディングス株式会社グループの各社に情報サービスやコンサルティングサービスを提供

しております。また、ＳＢＩホールディングス株式会社から事務所の賃借を受け、業務の一部を委託しております。

また、役員の兼務及び従業員の出向派遣や受け入れを行う関係にあります。 

当連結会計年度における当社グループのＳＢＩホールディングス株式会社およびグループの各社への売上高は、

383,650千円、売上比率は、23.6％であります。当該売上高のうち、198,695千円は、ＳＢＩホールディングス株式会

社の子会社、ＳＢＩイー・トレード証券株式会社への株式レポート等の販売であります。 

 また、当社に取締役のうち１名は、ＳＢＩホールディングス株式会社の代表取締役ほか、ＳＢＩホールディングス

株式会社グループの各社の取締役を兼務しておりますので、当社に経営方針決定等について、影響を及ぼしうる状況

にあります。 

当社グループは、親会社であるＳＢＩホールディングス株式会社とその傘下に擁する金融関連のグループ企業各社と

緊密な関係を保つことで、相互のシナジー効果によって競争力の強化を図ることでき、効率的な経営と事業展開を追

求していくことができます。 

一方、当社グループとＳＢＩホールディングス株式会社グループとの関係について、ユーザーが当社グループの提供

する情報に関して客観性や中立性が欠如していると判断した場合、双方の関係について不適切な報道等があった場合



などは、当社の評価機関としてのイメージが低下することも考えられます。 

当社グループの営業基盤は、当社グループが行う各種の比較・評価の客観性と中立性にあると考えております。した

がって、ユーザーからの当社グループの信頼性が損なわれないように、ＳＢＩホールディングスグループとの協力関

係を維持しながら、客観的かつ公正な比較・評価情報が提供できるように、当社グループの独立性を最重要視してい

く方針です。 

この点、他のＳＢＩホールディングス株式会社グループ各社と異なり、当社グループ各社の商号には「ＳＢＩ」がも

ちいられないなど、ＳＢＩホールディングスグループのなかで、特に独立性の重要視される企業グループとして取り

扱わせております。 

内部監査・監査役監査においても当社グループの独立性について、客観的及び実質的に問題ないかを監査重点項目と

しています。 

  

ｂ モーニングスター・インクグループにおける当社グループの位置付けについて 

モーニングスター・インクは平成18年６月末現在で当社の発行済株式総数の34.7％を所有する財務諸表等規則に定め

る当社の「その他の関係会社」であります。 

同社は1984年に設立され、米国イリノイ州シカゴ市に本社を置いております。投資信託を中心に、様々な金融商品に

関する調査分析情報を提供するグローバルな運用調査機関です。モーニングスター・インクグループは北米、欧州、

アジア・オセアニアの20カ国の拠点でビジネスを展開しており、世界42,000ファンドを含む10万銘柄に及ぶ有価証券

の調査分析及び評価情報を提供しております。 

当社はモーニングスター・インクグループとの緊密なリレーションを活用することで、モーニングスター・インク 

グループの豊富な金融商品情報を国内の投資家、金融機関に提供するとともに、日本の金融商品に関する調査分析情

報をグローバルに提供しております。また、同社の役職員３名が当社の取締役を兼務しています。 

当社は、モーニングスター・インクとの間でライセンシング・アグリーメントを締結し、モーニングスター・インク

の商標及び評価方法の使用を認められております。米国での知名度及び評価が高いモーニングスター・インクの「モ

ーニングスター」のライセンスを使用できることは、当社にとって大きなメリットがあります。 

なお、当社は、ＳＢＩホールディングス株式会社の連結子会社であり、モーニングスター・インクが当社の独立性に

影響を及ぼすことはありません。 

  

④ 親会社等との取引に関する事項 

当社は、親会社であるＳＢＩホールディングス株式会社グループ企業に当社の情報サービスやコンサルティングサー

ビスの提供などの営業取引に加えて、役員の兼務及び従業員の出向派遣や受け入れ、業務の委託等の取引がありま

す。 

また、当社が関連会社となっている米国モーニングスター・インクは、投資信託等の評価に関するノウハウやライセ

ンスの供給元であり、相互に米国及び日本の投資信託を中心とする金融商品情報を提供しております。 

これらの親会社等とのすべての取引条件等は市場価格を勘案して一般的な取引条件と同様に決定しております。 

  



５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

 （注) １ 従業員数は兼務役員を含む就業人員数であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で表示して

おります。 

 ２ 平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は、結成されておりません。 

  平成18年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

金融情報評価・情報提供・コンサルティング 29（13） 

ウェブサイトサイト評価・情報提供・コンサルティング 21（ 5） 

合計 50（18) 

  平成18年12月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

25(13)  36.1 3.4 5,994 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）におけるわが国経済は、原油・原材料価格の高騰や

長期金利の上昇など不安定要因はあるものの、企業収益の改善を背景とした民間設備投資の増加や好調な輸出などに

より、概ね良好な状況でありました。 

当社グループの事業に関連性の高い投資信託市場においては、国内投資信託の純資産残高が平成18年12月末において

68兆9,276億円と平成17年12月末の55兆3,476億円と比較して１年間で、13兆5,800億円（24.5％）の増加となりまし

た。 

また、インターネットを取り巻く環境におきましては、総務省発表による平成18年６月末のブロードバンド契約者数

が2,421万人と前年同月比17.6％増となり、ブロードバンド化が進展しております。 

こうした事業環境は、当社グループの商品・サービスへの需要に反映され、全ての商品・サービス・カテゴリーで売

上増加となり、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度の1,259百万円から368百万円（29.3％）の増収となる

1,628百万円となりました。 

営業利益は、売上利益率の比較的高い売上区分の増加割合が高かったこと及び原価削減努力によって、売上総利益率

が53.9％から54.4％へ0.5ポイント改善したことに加え、販売費及び一般管理費が、前連結会計年度に比べ27百万円の

増加に留まった結果、営業利益は、前連結会計年度の252百万円から179百万円（71.0％）の増益となる431百万円とな

りました。 

営業外収益に、保有するファンドの分配利益86百万円などが計上された結果、経常利益は、前連結会計年度の263百

万円から273百万円（103.9％）の増益となる537百万円となりました。 

子会社ゴメス・コンサルティング株式会社が平成18年8月16日に大阪証券取引所ヘラクレス市場に上場した際に実施

した公募増資及び当社からの株式売出等により、当社の持分比率が84.9％から68.5%となったことに伴う子会社持分変

動によるみなし売却益及び子会社株式売却益の合計329百万円が特別利益に計上された結果、税金等調整前当期純利益

は、前連結会計年度の305百万円から560百万円（183.4％）の増益となる866百万円となりました。 

平成17年12月に合併した子会社イー・アドバイザー株式会社より引き継いだ繰越欠損金の税効果が生じた結果、法人

税等の負担率が19.9％に留まり、当期純利益は前連結会計年度の263百万円から409百万円（155.5％）の増益となる

672百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。  

① 金融情報評価・情報提供・コンサルティング 

・コンサルティング 

モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社が投資助言を行っている「ファンド・オブ・ファンズ」の本

数が２本から７本へ、運用残高が前年連結会計年度末の11,123百万円から当年連結会計年度末には、106,460百万円

に増加したことにより同社への投資顧問料が増加したこと、本年3月より提供を開始した日本郵政公社向けフリーマ

ガジンに係るスポンサー収入が計上したこと、スポンサー形態によるセミナーの売上が増加したことなどにより、コ

ンサルティングの売上高は、前連結会計年度の408百万円から96百万円（23.7％）の増収となる504百万円となりまし

た。 

・データ・ソリューション 

データ及びライセンスの提供先が増加したこと、事業法人が株主調査に活用する国内外ファンドの銘柄情報

（Ownership Date）の提供を開始したことなどにより、データ・ソリューションの売上高は、前連結会計年度の353

百万円から6百万円（1.8％）の増収となる359百万円となりました。 

・ メディア・ソリューション 

当社ホームページにおけるページビュー数は、平成18年12月までの１年間で100,374千ページビューとなり、前年１

年間の53,412千ページビューから1.88倍に増加し、広告価値が次第に増加しております。それに応じてスポンサー件

数も増加し、「ファンド・オブ・ザ・イヤー」に係る広告収入が増加したことなどの結果、メディア・ソリューショ

ンの売上高は、前連結会計年度の137百万円から113百万円（82.3％）の増収となる250百万円となりました。 

以上の結果、金融情報評価・情報提供・コンサルティングにおける当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度の

899百万円から216百万円（24.1％）の増収となる1,115百万円となりました。 

売上利益率の比較的高いメディア・ソリューションの売上増加割合が高かったことによって、売上総利益率が45.4％

から46.1％へ0.7ポイント改善し、売上総利益が105百万円増加したことに加え、平成17年12月に子会社イー・アドバ

イザー株式会社を合併し、経営資源を統合することによって効率化を図った成果が表れ、販売費及び一般管理費が、

前連結会計年度に比べ26百万円（9.8％）減少した結果、セグメントの営業利益は前連結会計年度の134百万円から132

百万円（98.3％）の増益となる267百万円となりました。 



② ウェブサイト評価・情報提供・コンサルティング  

 ・ウェブ・コンサルティング 

サイト構築コンサルティングが、主力である金融機関向けのほか、人材サービスや旅行関連企業向けのウェブサイ

ト制作業務が好調だったこと、アドバイス業務が金融機関向けに堅調に推移し、旅行関連企業をはじめ幅広い業種か

ら業務を獲得したこと、ウェブサイトの構築・リニューアルを行った企業向けのウェブサイト更新業務が増加したこ

となどにより、前連結会計年度の341百万円から114百万円（33.7％）の増収となる456百万円となりました。 

 ・ＧＰＮ（Gomez Performance Networks） 

メーカーや情報サービス関連企業向けの販売が拡大し、前連結会計年度の22百万円から9百万円（43.0％）の増収と

なる32百万円となりました。 

 ・その他売上 

その他には、当期よりサービスを開始したＳＥＯ（Search Engine Optimization、検索エンジン最適化：検索エン

ジンにおいてウェブサイトを上位表示させ、集客力を高めるためのアドバイス業務）の売上を、19百万円計上してお

ります。 

以上の結果、ウェブサイト評価・情報提供・コンサルティングにおける当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度

の372百万円から140百万円（37.6％）の増収となる512百万円となりました。 

人件費、ウェブサイト制作に伴うシステム開発外注費や調査に係る業務委託費、株式公開準備費用などにより営業費

用が前連結会計年度に比べ107百万円（43.8％）増加した結果、セグメントの営業利益は前連結会計年度の127百万円

から32百万円（25.6％）の増益となる160百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末に比べ2,457百

万円減少し、2,278百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得られた資金は414百万円となりました。 

税金等調整前当期純利益が866百万円計上された一方、キャッシュ・フローを伴わない持分変動によるみなし売却益

228百万円、出資金運用損益86百万円、売上債権の増加37百万円などがあり、営業活動によるキャッシュ・フローは、

前連結会計年度より191百万円の増加となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に支出した資金は3,335百万円となりました。 

これは、主に平成18年10月に、6ケ月間の定期預金3,500百万円を預けいれたことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により得られた資金は464百万円となりました。 

これは、主として子会社ゴメス・コンサルティング㈱が大阪証券取引所ヘラクレス市場への上場の際に実施した公募

による少数株主に対する株式発行463百万円によるものであります。 

また、配当金として52百万円の支出した一方、新株予約権の行使による増資52百万円の収入がありました。 

上記の結果、 キャッシュ・フロー計算書における当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、主として、定期預金

への預入により、前連結会計年度末に比較して2,457百万円の減少し、2,278百万円となりました。 

なお、貸借対照表における当連結会計年度末の現金預金は、前連結会計年度末に比較して1,042百万円の増加し、

5,710百万円となっております。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績及び受注状況 

当社グループの提供するサービスは広範囲かつ多種多様であり、また受注生産形態をとらない製品も多いため、事業

の種類別に生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

(2) 販売実績 

(注）１．記載金額の千円未満を切捨てて表示しております。  

２．当企業集団のすべての事業は蓄積した情報を比較・分析・評価する「総合レーティング事業」に属しておりま

すので、事業区分はありませんが、当連結会計年度より「総合レーティング事業」のなかを「レーティング」の

対象分野によってセグメントを「金融情報評価・情報提供・コンサルティング 」と「ウェブサイト評価・情報

提供・コンサルティング 」に区分することといたしました。  

また、セグメントの区分の設定に伴い、商品・サービス別カテゴリーを以下のように変更しております。 

① ウェブサイト評価・情報提供・コンサルティングに係わる売上は、従来、投資教育・コンサルティングとして

開示しておりましたが、ウェブ・コンサルティングとＧＰＮ(Gomez Performance Networks）に分けて開示する

ことをいたしました。また、従来の投資教育・コンサルティングのうち、金融情報評価・情報提供・コンサル

ティングに属する売上は、コンサルティングとして開示することをいたしました。 

② 従来、個別株式・ファンドレポートおよびカスタムデータと区分して開示していました売上は、個別株式・フ

ァンドレポートとカスタムデータを同時に提供する売上が増加してきたことから、両者を合わせてデータ・ソ

リューションとして開示することをいたしました。 

③ 従来、ウェブ広告として開示していました売上は、ウェブ以外の広告に関わる売上が増加してきたことから、

メディア・ソリューションとして開示することをいたしました。 

セグメント別売上高 

前連結会計年度 

 （自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 

 （自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 増加率(%) 

  商品・サービス別売上高 金額（千円） 構成比(%) 金額（千円） 構成比(%) 

金融情報評価・情報提供・コンサルティング        

  コンサルティング   408,060 32.4 504,752 31.0 23.7 

  データ・ソリューション 353,241 28.1 359,480 22.1 1.8 

  メディア・ソリューション 137,414 10.9 250,508 15.4 82.3 

  その他  492 0.0 928 0.0   

  セグメント売上合計  899,208 71.4 1,115,669 68.5 24.1 

ウェブサイト評価・情報提供・コンサルティング       

  ウェブ・コンサルティング     341,610 27.1 456,567 28.0 33.7 

  
ＧＰＮ

(Gomez Performance Networks）
22,904 1.8 32,759 2.0 43.0 

  その他  8,268 0.7 23,627 1.5   

  セグメント売上合計  372,782 29.6 512,954 31.5 37.6 

セグメント間の内部売上  △12,000 △1.0 － －   

合計 1,259,990 100.0 1,628,623 100.0 29.3 



前連結会計年度と同一区分で商品・サービス別売上高内訳を記載すると以下のとおりとなります。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

（注） 金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

投資教育・コンサルティング 793,143 62.9 1,017,706 62.5 

個別株式・ファンドレポート 241,784 19.2 238,577 14.6 

カスタムデータ 87,156 6.9 120,902 7.4 

ウェブ広告 137,414 10.9 250,508 15.4 

その他 492 0.1 928 0.1 

合計 1,259,990 100.0 1,628,623 100.0 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ＳＢＩイー・トレード証券株式会社 190,251 15.1 198,695 12.2 



３【対処すべき課題】 

(1) 当社グループの対処すべき課題の内容 

当社グループ事業の拡大・発展には、商品やサービスの多様化、質の向上への努力が不可欠であるとともに、その提

供する情報の「中立性」と評価プロセスの「透明性」を維持することも、ユーザーの信頼を確保し、競争力を維持・

強化するためにきわめて重要であると認識しております。このため、正確なデータの収集と蓄積に努めるとともに、

評価の方法やプロセスにつきましても広く公開してユーザーの理解と信頼を得るように努力してまいります。  

さらに、情報の多様化を図るために、外部の情報サービス企業との連携を検討し、当社グループ独自のノウハウや人

的資源と外部の資源をバランスよく活用することで、効率的な商品・サービスの開発と提供を行ってまいります。 

当社グループは、こうした施策により企業価値の増大を目的として、事業の発展と収益の拡大を追求するとともに、

「企業の社会的責任(CSR)」についても十分配慮して業務に取り組んでまいります。 

  

(2) 対処方針 

当社グループは、中立的・客観的立場から一般投資家や消費者を含めたユーザーに有用な情報提供することによっ

て、「投資家及び消費者主権の確立」に貢献するという理念のもと、金融を中心とした情報社会に不可欠な企業グル

ープとして成長していくことを目標としております。そのために、当社グループの信用力・ブランド力の向上を図る

とともに、既存の提供情報・商品を発展・拡充して、投資家・消費者のためにより有用な情報を提供すること、その

ための情報提供チャネルを開拓していくこと、当社グループ、ＳＢＩホールディングスグループ、モーニングスタ

ー・インクグループでのシナジー効果を生かすことなどにより、中長期の事業運営をしていく所存です。 

  

(3) 具体的な施策 

 ① ブランディング 

当社グループは、投資信託を中心とする各種金融商品並びにウェブサイトに関わる客観的な比較・評価情報を、中立

的な第三者としての立場から提供することを通じて、一般投資家や消費者を含めたユーザーの皆様の適切な情報選択

に役立ちたいと考え、事業を行っております。 

当社グループの客観的な比較・評価情報が、情報社会に不可欠なものとなるには、より多くの一般投資家・消費者の

皆様に当社グループの比較・評価情報の意義を理解していただく必要があり、「モーニングスター」・「ゴメス」・

「エージェント・オール」のブランドを社会的に確立する努力が不可欠となります。 

ゴメス・コンサルティング株式会社の評価情報はランキング対象の各業界関係者や新聞・雑誌などのメディアを中心

に認知度を高めており、特にイー・コマース運営企業における同社のウェブサイト分析能力に対する評価の高まり

は、同社の提供するコンサルティングサービスの拡大として表れています。一方で、同社のウェブサイトランキング

においてはユーザー視点に基づいた評価を行っているものの、同社のランキング情報を利用して一般消費者がウェブ

サイトを選択する機会は、一般消費者が同社のウェブサイトを直接訪問する場合や同社のランキング情報を掲載して

いるポータルサイト・比較サイトを訪問した場合に限られていました。 

こうした状況を踏まえ、同社の評価情報に対する一般消費者からの認知度を高める施策の一環として同社の株式を上

場させ、上場企業として社会的認知を受けるべく上場の準備をしてまいりました。 

同社は、平成18年8月16日に株式会社大阪証券取引所・ヘラクレス市場に上場いたしました。大阪証券取引所への上

場により、「ゴメス」のブランドとその業務内容の意義の理解を社会的に一歩進めることができると期待しておりま

す。 

また、当社はこれまで主にインターネットサイトを通じて金融商品等の広告業務を行ってまいりました。この１年間

のインターネットサイト及びモバイルサイトのページビューは、100,347千ページビューとなり、前年同期の53,412千

ページビューから46,935千ページビュー(1.9倍）の増加となりました。年間約７百万人が閲覧しているものと推測さ

れ、独立の金融情報サイトとして国内随一のものとなっております。 

今後、さらに個人投資家の皆様に有用な情報を提供する努力をするとともに、「モーニングスター」のブランドをさ

らに確立する努力をすることで、当社ウェブサイトの閲覧者を増加させ、当社のサイトの広告価値をさらに高める努

力を行う所存です。 

当社グループの信用力・ブランド力の向上を図ることで、より多くの一般投資家・消費者などユーザーの皆様に当社

グループの比較・評価情報の意義を理解していただき、皆様に有用な情報提供することによって、「投資家および消

費者主権の確立」に貢献するという理念に近づきたいと考えております。 

  



② 社会的責任投資（SRI）関連事業の展開 

個別企業の評価に際して、収益性の観点からだけでなく、環境や人権への配慮、社会への貢献度といった面からの評

価に基づく「社会的責任投資（SRI）」が注目されてきています。 

当社は、2003年5月から国内で唯一の社会的責任投資株価指数「モーニングスター社会的責任投資株価指数（MS-

SRI）」を運営管理しております。MS-SRI株価指数を活用してSRIの運用を行っている運用会社数およびファンド残高

も順調に増加しております。 

また、外部の情報サービス機関に対しても、「SRI株価指数（MS-SRI）」を日々公開しております。 

モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社は、ＳＢＩイー・トレード証券株式会社の「アジアSRIファン

ド」に対し、基本配分比率、組入れファンド選定等に関して投資助言提供をいたしております。「アジアSRIファン

ド」は、日本を含むアジア全域で「社会的責任投資(SRI)において優れたと判断されるファンドを選択し、分散投資を

行うファンド・オブ・ファンズであります。アジア全域のSRIに投資を行い、かつファンド・オブ・ファンズ形態の

SRIファンドは、わが国で初めての商品であります。 

当社グループは、今後もSRI（社会的責任投資）を考慮に入れたファンドの組成を促進することに加え、機関投資家

や年金基金におけるMS-SRI株価指数の利用を促し、様々な投資家層における社会的責任投資の意識向上と社会性の高

い企業への投資を実現できる投資環境の構築を推進してまいります。 

  

③ ウェブ・コンサルティングサービスの拡充 

ゴメス・コンサルティング株式会社が提供するコンサルティングサービスは、同社のクライアントとなる企業のウェ

ブサイトを訪問したユーザーを維持することが目的の中心となっており、ウェブサイトの分析、評価、構築業務によ

る「顧客維持戦略」の提案を主体としております。 

しかしながら、インターネットマーケティング業界においては、サービス内容、収益モデル、利用技術、企業規模な

ど様々な面で異なる多数のプレーヤーが市場を形成しながら、顧客のニーズに対応して総合的なマーケティング戦略

を顧客に提案するため、各企業は関連するサービスを積極的に進出してきております。 

そのため、今後は、ウェブマーケティング、広告、リサーチ、ウェブサイト構築といったインターネットマーケティ

ングのあらゆる手段をトータルに提供できる企業が業界を牽引していくと考えられます。 

同社は、こうした状況に対応し、「顧客維持戦略」の提案に加え、広告、イー・マーケティングといった「顧客獲得

戦略」を組み合わせた付加価値の高いコンサルティングサービスを提供してまいります。 

この点、平成18年12月14日に出資を行い、子会社としたエージェント・オール株式会社は、インターネットを活用し

たマーケティングのノウハウを有し、それに関わるシステムコンサルティング等のサービスも提供しており、ゴメ

ス・コンサルティング株式会社が執り行っている「顧客獲得戦略」を組み合わせたコンサルティングサービスと極め

て親和性が高く、シナジー効果が期待できると考えております。 

当連結会計年度においては、新たなサービスとしてＳＥＯ（検索エンジンにおいてウェブサイトを上位表示させ、集

客力を高めるためのアドバイス）業務を開始いたしました。 

  

④ 比較・評価情報サービスの拡充 

当社グループは、国内外の投資信託の評価情報をはじめ、債券・株式その他の金融商品情報や、ウェブサイトの評価

情報など、順次提供情報の質的・量的拡充に努めてまいりました。 

平成17年10月11日より、株式会社株式新聞社との業務提携の一環として、証券専門紙として国内最大の発行部数を誇

る日刊「株式新聞」の最終紙面にて、注目ファンドや新設ファンドの紹介、ファンドランキング、その他投資教育な

ど投資信託関連情報の提供を開始いたしました。 

また、平成18年3月より日本郵政公社の投資信託窓口販売局に対して、投資信託を中心とした資産運用関連の情報冊

子「幸せのレシピ」を隔月にて提供を開始いたしました。本冊子は、窓口販売を行う郵便局員のみならず、郵便局を

利用する顧客も自由に読むことが出来るように、投信運用会社などのスポンサーの協力により、フリーマガジンの形

態にて提供しております。当初50千部の発行からスタートした「幸せのレシピ」は、平成18年12月号は、120千部とな

りました。投信販売局の拡大に併せて、今後も順次発行部数を増やしていく予定です。 

当社は、中立的かつ客観的な投資信託の情報をより多くの販路・商品で提供していくことで、より多くの投資家の皆

様が的確な投資判断が出来る情報を入手できる環境整備に尽力し、個人投資家の資産形成・資産運用に役立ちたいと

考えております。 

  



⑤ 金融商品の運用機関・販売機関に対するコンサルティングの強化  

当社は、総合的に優秀であると判断された国内投資信託を毎年「ファンド・オブ・ザ・イヤー」に選定し、発表・表

彰しております。「ファンド・オブ・ザ・イヤー」は、投資家の皆様に運用会社から適切な開示がなされることを期

待して、投資信託の運用成績に運用会社の運用調査体制・リスク管理など評価対象としても選考しております。  

受賞者には、「モーニングスター」「ファンド・オブ・ザ・イヤー」のロゴを使用して、各種媒体で受賞広告をして

いただけました。これは当社にライセンス収入をもたらすのみならず、当社のブランディングとなりますので、より

多くの投資家の皆様に当社の中立的かつ客観的な情報に接していただける機会を増加させ、当社の目標である「投資

家・消費者主権の確立」に近づくことにも繋がります。 

また、 個人向け金融商品の提供において、販売金融機関の競争は激化する一方であり、顧客に対して個別のライフ

プランや資金の性格、リスクの許容に応じたきめ細かなサービスが求められております。当社はこのような需要に対

して、資産管理型営業を効率的に実施するためのサポートツールの提供やコンサルティング業務を強化してまいりま

す。 

金融商品の販売機関に対するコンサルティングの一環として、当社は、預金、個人向け国債、外貨預金、投資信託等

を一元的に組み込むことが可能な資産管理ツール「モーニングスター・ポートフォリオ・アドバイザー」を開発し、

主に販売金融機関の営業員の方々に提供しております。「モーニングスター・ポートフォリオ・アドバイザー」は、

一般的な株価指数データではなく、ファンドそのものの過去のパフォーマンスデータを活用する、より実践に即した

運用シミュレーションツールとして開発いたしました。預金や個人向け国債といった金利商品と、投資信託を中心と

した変動商品を組み合わせてポートフォリオを作成することができるため、販売金融機関においては、投資家への極

め細やかなアドバイスの提供とともに幅広い金融商品の活用を促進することが可能となります。 

金融商品の販売機関の営業員に方々が、当社の開発した資産管理ツールを用いて、投資家の皆様に適切な説明をする

ことは、当社グループの「投資家・消費者主権に確立」いう目標を達成する手段の１つとなります。 

投資家・消費者の皆様が適切な選択ができるためには、当社グループからの情報のみならず、運用機関・販売機関か

らも適切な情報が開示、提供されることも重要であります。今後も金融商品の運用機関・販売機関に対するコンサル

ティングを強化をしていきたいと考えております。 

  

 ⑥ メディア・ソリューションの拡充 

金融商品に精通した当社は、インターネットサイト以外の媒体についても金融商品の販売機関・運用機関の広告活動

に有効な支援ができるため、投資家の皆様に的確な金融情報が提供されるよう中立的・客観的な立場から金融機関等

に情報提供・広告のコンサルティングを行っておりおります。 

ゴメス・コンサルティング株式会社は、ウェブサイトの分析、評価、構築業務による蓄積したノウハウを生かし、金

融商品の販売機関・運用機関以外の企業にもウェブマーケティング、広告といったインターネットマーケティングの

あらゆる手段をトータルに提供しております。 

この点、平成18年12月14日に出資を行い、子会社としたエージェント・オール株式会社は、インターネットを活用し

たマーケティングのノウハウやネット広告代理業での経験に卓越した人材を有しており、当社およびゴメス・コンサ

ルティング株式会社が行っているマーケティング、広告、ＩＲの支援などの事業と極めて親和性が高く、シナジー効

果が期待できると考えております。 

さらに、エージェント・オール株式会社は、当社のみならず、当社の親会社であるＳＢＩホールディングス株式会社

及びそのグループ各社に対して、同社はハウス・エージェントとしての役割を担う予定であり、当社が提供する投資

信託の比較サイトをはじめ、国内最大級の保険・ローン等の比較サイトなど、ＳＢＩホールディングスグループの展

開するインターネット関連サービスを全面的にサポートするとともに、ＳＢＩホールディングスグループ以外のクラ

イアント企業にもＳＢＩホールディングスグループが持つネット・プロモーションにおけるリソースやネットワーク

を活用し、付加価値の高いサービスを提供していきたいと考えております。 

今後は、エージェント・オール株式会社を含めた当社グループの総合力をもって、中立的・客観的な立場から一層充

実したマーケティング・広告に関するコンサルティング・サービスを提供し、より多くの一般投資家・消費者などユ

ーザーの皆様への有用な情報提供に役立つことによって、「投資家および消費者主権の確立」に貢献するという理念

に近づきたいと考えております。 

  



⑦ カスタムデータサービスの拡充 

当社は、当社の保有する豊富な国内投資信託のデータベースから、投資信託が組入れた株式の各銘柄に関して個別に

データを集計することができ、事業法人に対して各社の株式が組入れられた国内投資信託の情報を適時に提供できる

体制を構築しております。このような情報は、各事業会社のIR活動・広報活動を中心に今後、需要が拡大していくも

のと期待できます。今後も情報システム投資を怠らず、適時・的確に情報を提供できる体制を向上させてまいりま

す。 

平成18年5月には、欧米を中心とした海外の機関投資家が保有する国内上場企業の銘柄情報の提供を開始いたしまし

た。本サービスは、昨今、国内上場企業に対する外国人持ち株比率が高まる中、企業側の海外機関投資家の株式保有

状況の的確な把握に加え、戦略的IRを推進するニーズに対応するものであります。 

当社は、米国モーニングスターを中心に北米、欧州、アジア、オセアニアの20カ国において45,000ファンドのポート

フォリオの銘柄情報を保有しており、その銘柄情報は、直接ファンドを運用している各機関投資家から月次、ないし

は四半期ごとに提供を受けております。これまでIRコンサルティング会社などが提供してきた同種のサービスと異な

り、幅広く信頼性の高い情報収集網を利用しているため、銘柄を保有するファンドの対象範囲（国、ファンドの種

類）や銘柄情報の更新頻度などに優位性があり、これまでにない質の高いデータを提供することが可能です。  

今後も、日本国内のみならず、米国ほか全世界のファンドを中心とする金融商品情報を入手・加工して、金融機関・

事業会社ほかに提供できる体制を強化していきたいと考えております。 

  

⑧ 個人向け投資教育サービスの推進 

長期的な低金利のもとで個人の効率的な資産運用に対する需要が強まっております。 

平成17年12月に合併した子会社イー・アドバイザー株式会社は、ライフプランセミナーを年間500回以上開催し、個人

向けの投資教育及びライフプランニング支援を行ってまいりました。その受講者は延べ２万人を超えております。 

当社が合併によりイー・アドバイザー株式会社から引き継いだノウハウの１つにセカンドライフ情報サイト「新生活

塾 シニア」があります。平成19年頃から本格化する団塊世代の大量退職を契機に、今後10年間で60歳を迎える方は

1,920万人を超えると予想されます。そのような状況において「新生活塾シニア」では、セカンドライフを充実させる

ために、最低限必要な「公的年金制度・企業・個人年金制度」「投資の基礎知識・生命保険に関する情報や知識」を

分かりやすく解説し、定年退職者が退職前後に行わなければならない手続きの種類や手続き方法などの情報を取りま

とめて提供するものです。 

一方、当社は従来からウェブサイトにおいて、登録者の投資信託についてポートフォリオを管理できる機能を提供し

てまいりました。その登録者は６万人を超えております。 

イー・アドバイザー株式会社との合併により、イー・アドバイザー株式会社が行ってきたライフプランニング支援事

業のノウハウとモーニングスターの個人資産形成のための情報提供、サポートツールやコンサルティング業務のノウ

ハウを総合的に提供できる体制が整い、個人向けのライフプランニング支援のなかで、豊富なファンドデータやポー

トフォリオ機能を用いて、総合的な投資相談が出来るようになりました。 

当社の目標は、投資家の皆様に客観的な情報を提供して、的確な投資判断をしていただくことにあります。これまで

当社からの情報や販売会社・運用会社を通じて、その実現を目指してまいりましたが、さらに投資家個人への直接の

サービスを強化して、投資家の皆様の資産形成・ライフプラン支援に役立ちたいと考えております。 

  

⑨ 確定拠出年金関連事業 

年金制度の見直しが進む中で確定拠出年金制度の導入を検討する企業が増加する傾向にあります。 

これは、金融商品の比較評価情報はもちろん、制度の適用を受ける従業員に対する投資教育、確定拠出年金制度の実

施企業や運営管理機関に対するコンサルティング業務など、当社グループの総合力を活かせる分野であり、積極的に

取り組んでまいります。 

確定拠出年金が、個人の資産形成及びライフプランに重要な制度となりつつありますので、当社の中立的かつ客観的

な情報が確定拠出年金の運用管理に用いられることで、個人の適切な資産形成・ライフプラン支援に役立ちたいと考

えております。 

  

⑩ 業務提携及び資本提携 

当社グループは、当社グループの中立的・客観的立場から一般投資家や消費者を含めたユーザーに有用な情報提供す

ることによって、「投資家および消費者主権の確立」に貢献するという理念に合致する企業との業務提携及び資本提

携を、中長期的な成長を図るための経営戦略の有効な手段として捉えております。  

具体的には、新たな顧客層の開拓、新たなサービスの提供、新たな情報入手手段の獲得など、当社グループの事業と

シナジー効果が見込め、当社グループに追加的な企業価値の創造をもたらすと見込まれる場合には、積極的に検討し

ていきたいと考えております。 

上記の観点から、当連結会計年度中には、エージェント・オール株式会社に出資し、子会社といたしました。 



４【事業等のリスク】 

当社グループの事業その他に関して経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項には

以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年12月31日）現

在において当社グループが判断したものであります。 

  

(1) 業績の変動について 

当社グループは、各種金融商品やインターネットサイトに関する比較・評価情報を提供する総合レーティング事業を

展開しておりますが、その特性上、景気動向や株式市況、市場金利の動向等の外部要因によって業績が大きく変動す

る可能性があります。特に、株式市場の動向は、当社グループの主要顧客である投資信託業界や金融機関の業績を大

きく左右し、投資信託を中心とする各種金融商品情報への需要を変動させるため、当社グループの各事業部門の売上

も少なからぬ影響を受けることがあります。 

当社グループでは、売上の多様化によって安定的な収益基盤の構築を図っておりますが、これら外部要因による影響

はコントロールが困難であり、株式市況の低迷等によって当社グループの業績が影響を受けることがあります。 

  

(2) コンピューターシステム等のトラブルについて 

当社グループは、インターネットを通じて各種評価情報を提供するとともに、ホームページへの広告の掲載によって

収入も得ております。インターネットは迅速で安価な情報提供手段であり、その拡充と安定性の確保には多大な努力

をしておりますが、システムへの予想を越えるアクセス数の増加による過負荷、機器やソフトウェアの不具合、人為

的ミス、回線障害、コンピュータウィルス、ハッカー等の悪意の妨害行為のほか、自然災害によってもシステム障害

が起こる可能性があります。 

当社グループでは、さまざまなシステム障害対策を講じてはおりますが、何らかの理由により障害が発生した場合、

サービス停止による収益機会の喪失、顧客やユーザーからの信頼性低下などにより、当社グループの業績に影響が出

る可能性があります。 

  

(3) 当社グループの公正な中立機関としてのイメージについて 

当社グループは、ＳＢＩホールディングスグループの日本における総合金融サービスの一翼を担っております。当社

グループの営業基盤は、当社グループの行う各種の比較・評価の客観性と中立性にあると考えております。したがっ

て、ユーザーからの当社グループの事業に対する信頼性が損なわれないように、ＳＢＩホールディングスグループと

の協力関係は維持しながらも、当社グループの独立性を重視して、客観的かつ公正な比較・評価情報を提供していく

所存であります。 

しかしながら、ユーザーが当社グループの提供する情報に関して客観性や中立性が欠如していると判断した場合や、

当社グループの提供するデータや記事の信頼性が、データの間違いや不適切な引用記事等によって損なわれ、評価機

関としてのイメージが低下した場合には、当社グループの業績や株価に悪影響を与える可能性があります。 

  

(4) モーニングスター・インクとの関係について 

当社は、米国モーニングスター・インクとの間でライセンシング・アグリーメントを締結し、モーニングスター・イ

ンクの商標及び評価方法の使用を認められております。モーニングスター・インクは、当社の発行済株式総数の

34.7％の株式を保有しており、同社の役職員３名が当社の取締役を兼務しています。仮にライセンシング・アグリー

メントが何らかの理由により解消された場合には、当社が現在使用している「モーニングスター」の商標及び評価方

法が使用できなくなり、当社の事業運営に重大な影響を与えます。 

また、当社は、米国モーニングスター・インクから米国の投資信託に関する情報・データを購入・加工し、国内の金

融機関等に販売しております。仮に米国モーニングスター・インクから、当該情報・データが購入できなくなった場

合、当社グループの業績が影響を受けることがあります。 

ライセンシング・アグリーメントに基づくロイヤルティについては、平成12年１月から平成41年12月までの30年間の

ロイヤルティを一括して支払うことで合意し、平成12年７月に全額の前払いを行いました。未経過の期間に係るロイ

ヤルティに相当する額については、長期前払費用として資産計上のうえ、支払対象期間にわたって毎期均等額の費用

化を行っております。 



(5) ＳＢＩホールディングスグループとの関係について 

ＳＢＩホールディングス株式会社は、当社の発行済株式総数の49.8％を保有しております。当連結会計年度における

当社グループのＳＢＩホールディングスグループ（ＳＢＩインベストメント株式会社およびＳＢＩイー・トレード証

券株式会社を含む）に対する売上高は、総売上高の23.6％強と高い比率となっていることから、これらの販売先の業

績変動によって当社グループの業績に影響が出る可能性があります。その他に、ＳＢＩホールディングスグループの

金融サービス事業戦略、当社グループと取引を行っているＳＢＩホールディングスグループの会社の経営方針等によ

っては、当社グループの事業運営等に影響を与える可能性があり、特に今後相互に重複する事業が出てきた場合、当

社グループによる当該事業の着手または推進に障害となる可能性があります。 

  

(6) 知的所有権等について 

これまで、当社グループの事業に関連した特許権等の知的所有権侵害に係る通知請求や訴え（損害賠償や使用差し止

めを含む）を起こされたことも、当社グループが起こしたこともありません。しかし、特許権、実用新案権、商標

権、著作権等の知的所有権が、当社グループの事業に対してどのように適用されるかは予想困難であり、今後、当社

グループの事業分野における第三者の特許等が成立した場合、または、すでに現在の事業分野において投資やグルー

プが認識していない特許等が成立している場合、当該特許権保有者より、損害賠償及び使用差し止め等の訴えを起こ

される可能性並びに当該特許に関する対価（ロイヤルティ）の支払等が発生する可能性があり、この場合は当社グル

ープの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7) 個人情報の管理について 

当社グループでは、その事業に必要な個人情報をはじめとした各種の個人情報を収集し活用しております。これらの

個人情報の流出や外部による不正取得による被害の防止は、当社グループの事業にとってきわめて重要であり、当社

グループではこれらの動向に注意し、顧客の利害が侵害されることのないようセキュリティ対策を講じており、過去

に顧客情報の漏えいや破壊等が起こったことは認識しておらず、また、情報漏えい等により損害賠償を請求されたこ

ともありません。しかし、今後個人情報の漏えい等があった場合、当社グループに対する信頼性低下の可能性がある

ほか、法的責任を問われる可能性もあり、その結果として当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。 

なお、当社は、財団法人日本情報処理開発協会より「プライバシーマーク」付与認定を受けております。  

  

(8) 人材の確保について 

当社グループでは、提供するサービスの多様化と差別化を図るために、ウェブサイトの開発担当者、データベース管

理者やプログラマー、評価分析を行うアナリスト、顧客ニーズに応じてさまざまな提案営業やコンサルティングので

きる人材の確保・育成が重要な課題であると考えております。そのため、継続的な中途採用活動を行うとともに、従

業員のモチベーション向上のために定期的な報酬の見直しやストックオプション等のインセンティブ維持のための施

策を講じております。しかし、今後業績の拡大に必要な人材を確保できなかったり既存の人材の社外への流出が起こ

ったりした場合、当社グループの事業活動に支障が生ずる可能性があります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

(1) 技術受入契約 

ロイヤルティの支払については、モーニングスター・インクとの間で締結したライセンシング・アグリーメントに定

められており、平成11年12月期までは当該アグリーメント及びモーニングスター・インクとの覚書に基づきロイヤル

ティの支払いは行っておりません。なお、平成12年５月に同社との間で、平成12年１月より平成41年（2029年）12月

までのロイヤルティを平成12年７月に一括して前払いすることで合意し、平成12年７月３日に支払いを実行いたしま

した。 

当該支払い金額は191,422千円でありますが、未経過期間に係るロイヤルティに相当する額は長期前払費用として資

産計上され、支払対象期間にわたって毎期均等額の費用化を行なっております。 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

以下の文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年12月31日）現在において当社グループが判断

したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており

ます。これらの連結財務諸表の作成にあたり、連結決算日現在における財政状態並びに連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に影響を与える見積り及び判断を一定の会計基準の範囲内で行う必要があります。しか

し、見積り特有の不確実性が存在するため、実際の結果とこれらの見積りが異なる場合があります。 

当社グループは、特に以下の事項が、当社グループの連結財務諸表の作成において使用される重要な見積りと判断に

大きな影響を及ぼすと考えております。なお、重要な会計方針については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表

等 (1)連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりです。 

① 繰延税金資産の回収可能性 

当社グループは、将来税務上減算される一時差異及び繰越欠損金に対して繰延税金資産を計上しております。繰延税

金資産の計上に際しては、将来の課税所得の見積り等に基づき、回収可能性が不確実であると判断される部分を評価

性引当額として、繰延税金資産から控除しております。 

しかしながら、経営環境の変化等により将来の課税所得の見積り等が変動した場合、税法の改正などにより課税所得

から控除できる繰越欠損金の見積り等が変動した場合などには、繰延税金資産の計上額が変動する可能性がありま

す。 

② 投資有価証券の評価 

その他有価証券で時価のないものについては、移動平均法による原価法によっておりますが、将来投資先の業績が悪

化した場合には、減損の認識が必要となる可能性があります。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

（売上高） 

投資信託の関する当社グループの評価情報の社会的認知度も高まってきたこと、投資信託市場で、投資信託の販売が

順調が伸びたこと、評価情報提供の情報経路・関連するサービスの開発に努めた成果が表れたことなどにより、コン

サルティング、メディア・ソリューション、ウェブ・コンサルティングの主要３カテゴリーで、売上高が前連結会計

年度比でそれぞれ、96百万円、113百万円、114百万円増加いたしました。、 

その結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べて368百万円（29.3％）増加し、1,628百万円となりま

した。 

詳細については、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1)業績」をご参照ください。 

  

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

モーニングス

ター㈱ 

モーニングス

ター・インク 
米国 

商品・サービス 

商標 

サービス及び技術の使用、販

売、複製 

商品・サービスの販売、提供

に際しての商標の使用 

平成10年４月８日締結 

無期限 



（損益状況）  

営業利益は、売上利益率の比較的高い売上区分の増加割合が高かったことおよび原価削減努力によって、売上総利益

率が53.9％から54.4％へ0.5ポイント改善したことに加え、販売費及び一般管理費が、前連結会計年度に比べ27百万円

の増加に留まった結果、営業利益は、前連結会計年度の252百万円から179百万円（71.0％）の増益となる431百万円と

なりました。 

営業外収益に、保有する投資有価証券（出資金）の分配利益86百万円計上されたこと、持分法適用関連会社である株

式会社株式新聞社の持分法投資利益が15百万円計上されたことなどの結果、経常利益は、前連結会計年度の263百万円

から273百万円（103.9％）の増益となる537百万円となりました。 

子会社ゴメス・コンサルティング株式会社が平成18年８月16日に大阪証券取引所ヘラクレス市場に上場した際に実施

した公募増資および当社からの株式売出等により、当社の持分比率が84.9％から68.5%となったことに伴う子会社持分

変動によるみなし売却益および子会社株式売却益の合計329百万円が特別利益に計上された結果、税金等調整前当期純

利益は、前連結会計年度の305百万円から560百万円（183.4％）の増益となる866百万円となりました。 

平成17年12月に合併した子会社イー・アドバイザー株式会社より引き継いだ繰越欠損金を課税所得から控除した結

果、法人税等の負担率が19.9％に留まり、当期純利益は前連結会計年度の263百万円から409百万円（155.5％）の増益

となる672百万円となりました。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。 

  

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①資金需要 

当社グループの資金需要の主なものは、自社利用ソフトウェアの制作費用でありますが、当連結会計年度に計上した

ソフトウェア制作費は58百万円であります。 

②資金の源泉 

当連結会計年度は、必要とする資金については営業活動によるキャッシュ・フローでまかなえる状況でした。また、

当連結会計年度末に5,710百万円の現金及び預金があり、現時点では銀行借入れや増資による外部資金の調達は必要の

ない状況であります。 

③キャッシュ・フロー 

「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において実施しました設備投資の総額は76,154千円でありました。 

有形固定資産の増加の主なものは、エージェント・オール株式会社を子会社としたことにより、同社の有形固定資産

8,919千円が増加したことによるものであります。 

無形固定資産の増加の主なものとしては、ファンドデータシステムなどを中心としたソフトウェアへの開発投資

58,857千円であります。 

  

２【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

 （注) １ 上記の金額には、ソフトウェア仮勘定に係る消費税等が600千円は含まれております。 

(2) 国内子会社 

 （注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ モーニングスター・アセット・マネジメント㈱の従業員は、全員が当社からの兼務出向者であります。  

３ エージェント・オール㈱は、平成19年２月に東京都港区に移転しております。 

  

 （注) 主要な賃借設備は以下のとおりであります。 

 （注) 平成19年２月に移転後のエージェント・オール㈱主要な賃借設備は以下のとおりであります。 

  (平成18年12月31日現在)

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 
(人) 

建物付属設備 
(千円) 

器具備品 
(千円) 

ソフトウェア 
(千円) 

その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

本社 

(東京都港区) 
事務所 2,909 11,009 77,589 993 92,501 25 

  (平成18年12月31日現在)

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 
(人) 

建物付属設備 
(千円) 

器具備品 
(千円) 

ソフトウェア 
(千円) 

その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

ゴメス・コンサ

ルティング㈱ 

本社 

(東京都港区) 
事務所 1,023 4,671 2,112 737 8,545 21 

 モーニングス

ター・アセッ

ト・マネジメン

ト㈱ 

 本社 

 (東京都港

区) 

事務所  335 192 － － 528 3 

エージェント・

オール㈱  

本社  

（東京都目黒

区）  

事務所  － 534 559 3,892 4,986 4 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
(面積㎡) 

年間賃借料(千円) 

当社 
本社 

(東京都港区) 

建物 

(191.0) 
22,888 

ゴメス・コンサルティング㈱ 
本社  

(東京都港区)  

建物 

(217.4) 
16,501 

モーニングスター・アセット・

マネジメント㈱ 

本社 

(東京都港区) 

建物 

(6.6) 
738 

 エージェント・オール㈱  
 本社 

（東京都目黒区）  

建物  

(82.6) 
3,000 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
(面積㎡) 

年間賃借料(千円) 

 エージェント・オール㈱  
 本社 

（東京都港区）  

建物  

(92.6) 
12,000 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 特に記載すべき事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

 特に記載すべき事項はありません。 

  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）  提出日現在の発行数には、平成18年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 1,052,000 

計 1,052,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年３月23日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 264,704 264,704 
大阪証券取引所 

(ヘラクレス市場) 
― 

計 264,704 264,704 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションの内容 

株主総会の特別決議日(平成13年３月15日) 

 （注） 当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権の行使ならびに公募形式に

よる時価発行増資により新株を発行する場合を除く)するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、株式の併合が行なわれる場合、発行価額は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

② 商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債 

第４回新株引受権付社債(平成12年３月７日発行) 

  
事業年度末現在 
(平成18年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数   64個   64個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 256株  256株  

新株予約権の行使時の払込金額 320,375円(注) 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年３月16日～ 

平成23年３月15日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   320,375円 

資本組入額  160,188円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

役職員としての地位を喪失

した場合〔但し、子会社の

役員もしくは従業員となっ

た場合を除く。〕、新株引

受権を喪失する。但し、業

務命令により他社の役員又

は従業員に就任又は転籍し

た場合、または会社都合に

より退職した場合は、この

限りでない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入、

その他一切の処分は認めな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －  － 

    既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

発行価額 
＝ 
調整前 

発行価額 
× 

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

  
事業年度末現在 
(平成18年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株引受権の残高(千円) 2,100 2,100 

新株引受権の権利行使により発行する株式の 

発行価格(円) 
6,250 同左 

資本組入額(円) 3,125 同左 



第５回新株引受権付社債(平成12年３月７日発行) 

③ 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

第１回新株予約権 

株主総会の特別決議日(平成15年３月19日) 

 （注) １．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、払込金額を次の算式により調整する。こ

の場合、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合(新株引受

権、平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商法第341条ノ８の規

定に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く)は、払込金額を次の算式により

調整する。この場合、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  
事業年度末現在 
(平成18年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株引受権の残高(千円) 3,200 3,200 

新株引受権の権利行使により発行する株式の 

発行価格(円) 
6,250 同左 

資本組入額(円) 3,125 同左 

  
事業年度末現在 
(平成18年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数 727個 727個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 2,908株 2,908株 

新株予約権の行使時の払込金額 57,500円(注)１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年３月20日～ 

平成25年３月19日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    57,500円 

資本組入額   28,750円 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入、

その他一切の処分をするこ

とはできない。 

同左 

代用払込みに関する事項  － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －  － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割・併合の比率 

    既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
×

新規発行前の株価 

既発行株式数・新規発行株式数 



２. 新株予約権の行使の条件は次の通りであります。 

(イ) 対象者は、新株予約権の行使にかかる払込金額の年間（１月１日～12月31日）の合計額は、1,200万円を

超えてはならない。 

(ロ) 対象者は、新株予約権の行使に際しては、発行された新株予約権の数に下記の各期間の右側に示した割合

を乗じて得られた数を上回って行使しないものとする。また、１個の新株予約権の一部行使はできない。

平成17年３月20日～平成18年３月19日    ３分の１ 

平成18年３月20日～平成19年３月19日    ３分の２ 

平成19年３月20日～平成25年３月19日    ３分の３ 

(ニ) 対象者が行使期間開始後において死亡した場合、その相続人は所定の手続きを取ることによって本新株予

約権の権利を行使することができる。 

(ホ) 対象者が以下の各号に該当した場合、以後本新株予約権を行使することはできない。 

a. 禁錮以上の刑に処せられたとき 

b. 所定の書面により本新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申し出たとき 

c. 当社の就業規則により懲戒解雇または論旨免職のいずれかの懲戒処分を受けたとき 

d. 不正行為、職務上の義務違反があったとき 

e. 当社に不利益を及ぼす恐れがあると判断される企業、団体または当社の同業他社の取締役、監査役、使

用人またはコンサルタント等となったとき 

f. 破産、民事再生、特定調停の申立を受け、もしくは自らこれを申立てたとき、または差押、仮差押、仮

処分の申立もしくは滞納処分を受けたとき   

  

第２回新株予約権  

株主総会の特別決議日(平成18年３月23日) 

（注) １．新株予約権の目的となる株式の数 

 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、目的たる株式の数を次の算式により調整する。 

この場合、調整により生ずる0.01株未満の端数は切り捨てる。 

  

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率  

  

  
事業年度末現在 
(平成18年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数 255個 255個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 510株（注１） 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（注３） 133,500円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年３月24日～ 

 平成28年３月23日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額 

133,500円 

 66,750円 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注４） (注４） 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡につい

ては取締役会の承認を要

する。 

新株予約権の譲渡につい

ては取締役会の承認を要

する。 

代用払込みに関する事項  － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －  － 



また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる株式

の数を調整することができる。  

２． 新株予約権の数 

新株予約権1個当たりの目的たる株式の数は1株とする。ただし、上記(1)に定める株式の数の調整を行った

場合は、同様の調整を行う。  

３．新株予約権の行使時の払込金額  

各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引

が成立していない日を除く。）の大阪証券取引所ヘラクレス市場における当社株式普通取引の終値の平均値

に1.03を乗じた金額とし、1円未満の端数は切り上げる。ただし、その価額が新株予約権発行の日の終値（取

引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、払込金額を次の算式により調整す

る。この場合、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

  

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約

権、平成14年4月1日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権および同改正前商法第341条ノ8の規定

に基づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く。）は、払込金額を次の算式により

調整する。この場合、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。  

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に、「新規発行前の時価」を「処分前の時価」にそれぞれ読み替えるものとする。  

さらに、新株予約権発行後、当社が合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とする場合

には、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。  

４． 新株予約権の行使の条件 

 ① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社または当社の子会社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある

場合として当社取締役会が認めた場合はこの限りではない。 

② この他の条件は、本定時株主総会決議に基づくその後の取締役会決議に定めるところによる。  

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。  

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割・併合の比率 

    既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
×

新規発行前の株価 

既発行株式数・新規発行株式数 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 第３回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            24株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

第４回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            316株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

２ 有償・第三者割当(割当先：ソフトバンク・ファイナンス株式会社) 

発行株数           4,300株 

発行価格          223,100円 

１株当たり資本組入額    111,550円 

第３回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            36株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

第４回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            408株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

第５回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            604株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

３ 第３回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            36株 

発行価格          25,000円 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成14年１月１日 

～ 

平成14年12月31日 

(注)１ 

340 59,940 4,250 1,562,250 4,335 1,953,134 

平成15年１月１日 

～ 

平成15年12月31日 

(注)２ 

5,348 65,288 492,765 2,055,015 493,027 2,446,161 

平成16年１月１日 

～ 

平成16年12月31日 

(注)３ 

476 65,764 5,950 2,060,965 6,069 2,452,230 

平成17年１月１日  

 ～ 

 平成17年12月31日 

 (注)４，５ 

65,860 131,624 3,060 2,064,025 3,066 2,455,296 

平成18年１月１日  

 ～ 

 平成18年12月31日 

 (注)６，７ 

133,080 264,704 27,100 2,091,125 27,136 2,482,432 



１株当たり資本組入額    12,500円 

第４回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            172株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

第５回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

発行株数            268株 

発行価格          25,000円 

１株当たり資本組入額    12,500円 

４ １株を２株とする株式の分割(※１)  

５ 第５回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

 発行株数            24株 

 発行価格          25,000円 

 １株当たり資本組入額    12,500円 

 第１回新株予約権 

 発行株数            25株 

 発行価格          230,000円（23株）115,000円（2株） 

 １株当たり資本組入額    115,000円（23株） 57,500円（2株）  

６ １株を２株とする株式の分割(※２)  

７ 第３回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

 発行株数            96株 

 発行価格          12,500円 

 １株当たり資本組入額     6,250円 

 第４回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

 発行株数            96株 

 発行価格          12,500円 

 １株当たり資本組入額     6,250円 

 第５回 新株引受権付無担保社債の新株引受権の権利行使 

 発行株数            96株 

 発行価格          12,500円 

 １株当たり資本組入額     6,250円 

 第１回新株予約権 

 発行株数           440株 

 発行価格          115,000円 

 １株当たり資本組入額     57,500円 

(※１） 平成17年10月13日開催の当社取締役会決議により、平成17年12月15日をもって、当社発行の普通株式(額

面１株を２株に分割いたしました。これにより株式数は、65,811株増加しております。  

(※２） 平成18年10月16日開催の当社取締役会決議により、平成18年12月１日をもって、当社発行の普通株式(額

面１株を２株に分割いたしました。これにより株式数は、132,352株増加しております。  



(5）【所有者別状況】 

(6）【大株主の状況】 

  平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 

(人) 
― 4 14 35 9 3 3,132 3,197 ― 

所有株式数

(株) 
 ― 5,778 1,312 132,596 92,793 36 32,189 264,704 ― 

所有株式数の

割合(％) 
―  2.18 0.50 50.09 35.06 0.01 12.16 100.00 ― 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

ＳＢＩホールディングス株式

会社 
東京都港区六本木１丁目６-１ 131,872 49.82 

モーニングスター・インク 

(常任代理人 大和証券エス

エムビーシー株式会社) 

米国イリノイ州シカゴ市 

ウェストワッカードライブ225 

(東京都千代田区丸の内一丁目8-1) 

91,728 34.65 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 4,290 1.62 

北尾 吉孝 東京都新宿区 1,880 0.71 

大阪証券金融株式会社  大阪府大阪市中央区北浜２丁目4-6  1,368 0.52 

河合 敏之 奈良県生駒市 1,010 0.38 

大西 健一 広島県広島市西区 920 0.35 

トウカイトウキョウセキュリ

ティーズアジアリミテッド 

(常任代理人 東海東京証券

株式会社) 

香港コンノートプレイス8 ワンエクスチ

ェンジスクエア スィート1704 

(東京都中央区京橋一丁目7-1) 

908 0.34 

大久保 和彦 千葉県市川市 720 0.27 

七海 秀之 埼玉県朝霞市 648 0.24 

計 ― 235,344 88.9 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 264,704 264,704 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 264,704 ― ― 

総株主の議決権 ― 264,704 ― 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。 

① 当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、新株引受権方式により、平成13年３月15日定時株主総会終

結の時に在任する取締役１名及び同総会終結の時に在籍する使用人７名に対して付与することを、平成13年３月15日

の定時株主総会において特別決議されたものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１ 当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権の行使ならびに公募形式

による時価発行増資により新株を発行する場合を除く)するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、株式の併合が行なわれる場合、発行価額は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

表記の新株予約権の行使時の払込金額は、平成17年12月15日および平成18年12月１日の株式分割を上記の算式

により調整した金額であります。  

２ 平成18年12月31日現在において、新株予約権がすべて行使された場合に発行すべき株式の数であります。 

新株予約権の付与時点（平成13年５月18日）における株式の数は168株であり、平成17年12月15日および平成18

年12月１日の株式分割を考慮して平成18年12月31日現在の株式の数に換算すると672株に相当します。504株相

当の減少は付与対象者の退職による権利喪失によるものであり、当新株予約権の行使はこれまでにありませ

ん。 

３ 平成18年12月31日現在の状況は次のとおりであります。 

付与対象者の区分及び人数  当社取締役１名および子会社ゴメス・コンサルティング株式会社の監査役１名

決議年月日 平成13年３月15日 

付与対象者の区分及び人数（注３） 当社取締役１名および当社使用人７名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（注２） 256株 

新株予約権の行使時の払込金額（注１） 320,375円 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年３月16日 

至 平成23年３月15日 

新株予約権の行使の条件 

１．役職員としての地位を喪失した場合〔但し、子会社

の役員もしくは従業員となった場合を除く。〕、新

株引受権を喪失する。但し、業務命令により他社の

役員又は従業員に就任又は転籍した場合、または会

社都合により退職した場合は、この限りでない。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入、その他一切の処分は認めな

い。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   － 

    既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

発行価額 
＝ 
調整前 

発行価額
× 

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



② 当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成15年３月19日定時株主総会終結の時に在任

する取締役及び同日に在籍する使用人並びに当社子会社の取締役及び使用人に対して特に有利な条件をもって新株予

約権を発行することを、平成15年３月19日の定時株主総会において特別決議されたものであります。当該制度の内容

は次のとおりであります。 

（注) １ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、払込金額を次の算式により調整する。この

場合、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合(新株引受権、

平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び同改正前商法第341条ノ８の規定に基

づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く)は、払込金額を次の算式により調整す

る。この場合、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

表記の新株予約権の行使時の払込金額は、平成17年12月15日および平成18年12月１日の株式分割を上記の算式

により調整した金額であります。  

２ 平成18年12月31日現在において、新株予約権がすべて行使された場合に発行すべき株式の数であります。 

新株予約権の付与時点（平成13年11月５日）における株式の数は1,730株であり、平成17年12月15日および平成

18年12月１日の株式分割を考慮して平成18年12月31日現在の株式の数に換算すると6,920株に相当します。

4,012株相当の減少は付与対象者の退職による権利喪失3,036株、当新株予約権の行使976株によるものでありま

す。 

３ 平成18年12月31日現在の状況は次のとおりであります。 

当社取締役６名、当社使用人６名、子会社ゴメス・コンサルティング株式会社の取締役３名、子会社ゴメス・

コンサルティング株式会社の監査役１名、子会社ゴメス・コンサルティング株式会社の使用人６名、相続者そ

の他２名 

  

決議年月日 平成15年３月19日

付与対象者の区分及び人数（注）３ 

当社取締役６名 

当社使用人16名 

当社使用人16名 

子会社イー・アドバイザー株式会社の取締役３名 

子会社イー・アドバイザー株式会社の使用人10名 

子会社ゴメス・コンサルティング株式会社の取締役３名 

子会社ゴメス・コンサルティング株式会社の使用人７名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（注）２ 2,908株 

新株予約権の行使時の払込金額(注)１ 57,500円 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年３月20日 

至 平成25年３月19日 

新株予約権の行使の条件 (注) ４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入、その他一切の処分をすること

はできない。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1 

分割・併合の比率 

    既発行 

株式数 
＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額 
× 

新規発行前の株価 

既発行株式数・新規発行株式数 



４ 新株予約権の行使の条件は次の通りであります。 

(イ) 対象者は、新株予約権の行使にかかる払込金額の年間（１月１日～12月31日）の合計額は、1,200万円を

超えてはならない。 

(ロ) 対象者は、新株予約権の行使に際しては、発行された新株予約権の数に下記の各期間の右側に示した割合

を乗じて得られた数を上回って行使しないものとする。また、１個の新株予約権の一部行使はできない。

平成17年３月20日～平成18年３月19日    ３分の１ 

平成18年３月20日～平成19年３月19日    ３分の２ 

平成19年３月20日～平成25年３月19日    ３分の３ 

(ハ) 対象者は、権利行使時において当社または当社の子会社の取締役、もしくは従業員の地位にあることを要

する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合として当社取締役会が認めた

場合はこの限りではない。 

(ニ) 対象者が行使期間開始後において死亡した場合、その相続人は所定の手続きを取ることによって本新株予

約権の権利を行使することができる。 

(ホ) 対象者が以下の各号に該当した場合、以後本新株予約権を行使することはできない。 

a. 禁錮以上の刑に処せられたとき  

b. 所定の書面により本新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申し出たとき  

 c. 当社の就業規則により懲戒解雇または論旨免職のいずれかの懲戒処分を受けたとき 

 d. 不正行為、職務上の義務違反があったとき 

 e. 当社に不利益を及ぼす恐れがあると判断される企業、団体または当社の同業他社の取締役、監査役、使用

人またはコンサルタント等となったとき 

f. 破産、民事再生、特定調停の申立を受け、もしくは自らこれを申立てたとき、または差押、仮差押、仮処

分の申立もしくは滞納処分を受けたとき  

  

③ 当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成18年３月23日の定時株主総会において、

当社及び子会社の取締役及び使用人に対して新株予約権を発行することを特別決議されたものであります。当該制

度の内容は次のとおりであります。なお、実際の当該新株予約権の発行は、取締役会において新株予約権の発行決

議がなされることが条件となります。当有価証券報告書提出日現在、取締役会において新株予約権の発行決議はな

されておりません。   

  

決議年月日 平成18年３月23日

付与対象者の区分及び人数（注）３ 当社取締役１名および当社使用人７名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(注）１ 510株 

新株予約権の行使時の払込金額（注）２ 133,500円 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年３月24日 

至 平成28年３月23日 

新株予約権の行使の条件 (注) ４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   － 



（注) １ 新株予約権の目的となる株式の数 

 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、目的たる株式の数を次の算式により調整する。 

この場合、調整により生ずる0.01株未満の端数は切り捨てる。 

  

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率  

  

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は目的たる株式の

数を調整することができる。  

表記の株式の数は、平成18年12月31日現在において、新株予約権がすべて行使された場合に発行すべき株式の

数であります。 

新株予約権の付与時点（平成18年４月21日）における株式の数は255株であり、平成18年12月１日の株式分割を

考慮して平成18年12月31日現在の株式の数に換算すると510株に相当します。 

２ 新株予約権の行使時の払込金額   

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、払込金額を次の算式により調整する。この

場合、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

  

 また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権、

平成14年4月1日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権および同改正前商法第341条ノ8の規定に基

づく新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使による場合を除く。）は、払込金額を次の算式により調整す

る。この場合、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。  

  

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「新規発行前の時価」を「処分前の時価」にそれぞれ読み替えるものとする。  

さらに、新株予約権発行後、当社が合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とする場合に

は、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。  

表記の新株予約権の行使時の払込金額は、平成18年12月１日の株式分割を上記の算式により調整した金額であ

ります。  

３ 平成18年12月31日現在の状況は次のとおりであります。 

付与対象者の区分及び人数  当社取締役１名および当社使用人７名 

４ 新株予約権の行使の条件 

 ① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社または当社の子会社の取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合

として当社取締役会が認めた場合はこの限りではない。 

 ② この他の条件は、本定時株主総会決議に基づくその後の取締役会決議に定めるところによる。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
1 

分割・併合の比率 

    既発行 

株式数 
＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額
× 

新規発行前の株価 

既発行株式数・新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  

 該当事項はありません。 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。  

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 該当事項はありません。 

  



３【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして認識しており、株主の皆様に対する安定的か

つ適正な利益還元を目指すとともに、内部留保による競争力・収益力の向上に向けた事業投資を行うため、連結業績

を総合的に勘案した上で配当を実施することを基本方針としております。 

前期につきましては株主の皆様への利益配分の一環と致しまして、1株当たり普通配当400円（平成18年12月1日の株

式分割後相当額：200円）の配当を実施致しましたが、当期は、連結業績及び単体業績を勘案し、1株当たり普通配当

金を250円に増額とするとともに、子会社ゴメス・コンサルティング株式会社が平成18年8月16日に大阪証券取引所ヘ

ラクレス市場に上場したことを記念する特別配当250円の合計500円の配当を実施することとし、前期に比べ1株当たり

300円相当の増配といたしました。 

内部留保資金についきましては、今後の経営環境の変化に対応すべく、また、より的確・迅速な金融情報を提供でき

るよに、金融情報のデータベースを主としたコンピュータシステムの開発・改善に有効投資していきたいと考えてお

ります。  

今後も経営成績、収益力向上に向けた事業投資のための内部留保及び経営環境などを勘案しつつ、配当その他の株主

還元策を検討してまいる所存であります。 

当社は、「取締役会の決議により、中間配当を行うことができる。」旨を定款で定めております。なお、中間配当を

行う場合の基準日は、第11期事業年度（平成19年１月１日から平成20年３月31日）については平成19年６月30日、第

12期事業年度以降は、毎年９月30日となります。 

また、当社は、第11期事業年度（平成19年１月１日から平成20年３月31日）に関する定時株主総会終結後から、「会

社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当を行うことができる。」旨を定款で定めて

おります。 

なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。  

注） １株当たり配当金のうち、250円は子会社上場記念配当金であります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所(ヘラクレス市場)におけるものであります。 

◇印は、株式分割権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所(ヘラクレス市場)におけるものであります。 

 ◇印は、株式分割権利落後の株価であります。 

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当金（円）

平成19年３月23日 

定時株主総会決議  
132,352 500 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高(円) 426,000 342,000 327,000 
270,000 

 ◇211,000 

331,000 

 ◇132,000 

最低(円) 79,000 82,900 141,000 
163,000 

 ◇135,000 

155,000 

 ◇107,000 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 243,000 278,000 246,000 260,000 
243,000 

 ◇115,000 
132,000 

最低(円) 188,000 221,000 202,000 182,000 
213,000 

 ◇107,000 
108,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 
氏名 

生年月日 
略歴 任期 

所有株式数 
(株) 

代表取締役 執行役員ＣＯＯ 
朝倉 智也 

昭和41年３月16日生 

平成元年４月 

平成２年１月 

平成７年６月 

平成10年11月 

平成12年２月 

平成12年３月 

平成13年３月 

平成13年５月 

平成16年３月 

平成16年７月 

 平成17年３月 

 平成17年12月 

  

平成18年６月 

  

 平成18年12月 

株式会社北海道拓殖銀行 入行 

メリルリンチ証券会社 入社 

ソフトバンク株式会社 入社 

当社 入社 

当社 インターネット事業部長 

当社 取締役インターネット事

業部長 

当社 常務取締役 

モーニングスター・アセット・

マネジメント株式会社 取締役

(現任) 

当社 代表取締役専務 

 当社 代表取締役社長 

 当社 代表取締役執行役員ＣＥＯ

 当社 代表取締役執行役員ＣＯＯ

（現任） 

株式会社株式新聞社 取締役

（現任） 

エージェント・オール株式会社

取締役（現任） 

第11期事業年度

（平成19年１月１

日から平成20年３

月31日）に関する

定時株主総会（平

成20年６月開催予

定）終結の時まで 

220 

取締役  執行役員ＣＥＯ 
北尾 吉孝   

昭和26年1月21日生 

昭和49年４月 

平成３年６月 

平成４年６月 

  

平成11年３月 

  

  

 平成11年7月 

  

  

  

  

平成15年６月 

  

  

  

平成15年８月 

  

平成17年６月 

  

  

 

  

平成17年12月 

平成18年３月 

野村證券株式会社 入社   

 野村企業情報株式会社 取締役 

野村證券株式会社 事業法人三部

長  

ソフトバンク・ファイナンス株

式会社（現ソフトバンク・エー

エム株式会社） 代表取締役 

当社 代表取締役 

ソフトバンク・インベストメン

ト株式会社（現 ＳＢＩホール

ディングス株式会社） 代表取締

役  

ソフトバンク・インベストメン

ト株式会社（現 ＳＢＩホール

ディングス株式会社） 代表取

締役執行役員ＣＥＯ（現任） 

ファイナンス・オール株式会社

代表取締役ＣＥＯ  

ＳＢＩイー・トレード証券株式

会社 取締役会長 (現任) 

ＳＢＩインベストメント株式会

社 代表取締役執行役員ＣＥＯ

（現任） 

当社 執行役員ＣＥＯ（現任）  

当社 取締役（現任）  

第11期事業年度

（平成19年１月１

日から平成20年３

月31日）に関する

定時株主総会（平

成20年６月開催予

定）終結の時まで 

1,880 

取締役 執行役員ＣＦＯ 
小川 和久 

昭和37年１月４日生 

昭和61年10月 

平成４年12月 

平成６年６月 

平成７年３月 

平成７年８月 

平成17年３月 

英和監査法人(現あずさ監査法

人) 入社 

青山監査法人(現みすず監査法

人) 入社 

株式会社田中通商 取締役 

青山監査法人(現みすず監査法

人) 入社 

監査法人トーマツ入社 

当社 取締役ＣＦＯ(現任) 

第11期事業年度

（平成19年１月１

日から平成20年３

月31日）に関する

定時株主総会（平

成20年６月開催予

定）終結の時まで 

― 

 



役名 職名 
氏名 

生年月日 
略歴 任期 

所有株式数 
(株) 

取締役 

プロダクト・サ

ービス部 

ゼネラル・マネ

ージャー 

佐原 正之助 

昭和43年５月１日生 

平成３年４月 

平成10年４月 

平成13年５月 

平成16年１月 

平成17年１月 

平成17年３月 

山一證券 入社 

当社 入社 

モーニングスター・アセット・

マネジメント株式会社 取締役

(現任) 

当社 企画部長 

当社 プロダクト・サービス部 

ゼネラル・マネージャー (現

任) 

当社 取締役(現任) 

第11期事業年度

（平成19年１月１

日から平成20年３

月31日）に関する

定時株主総会（平

成20年６月開催予

定）終結の時まで 

131 

取締役  

 セールス＆マ

ーケティング部 

ゼネラルマネー

ジャー  

古庄 聡  

昭和44年３月18日生 

平成３年４月 

平成12年４月 

平成17年１月 

平成17年３月 

平成18年３月 

千代田生命保険相互会社入社 

当社入社 

当社セールス＆マーケティング

部ゼネラルマネージャー(現

任)  

モーニングスター・アセット・

マネジメント株式会社 取締役 

  

当社 取締役（現任）   

第11期事業年度

（平成19年１月１

日から平成20年３

月31日）に関する

定時株主総会（平

成20年６月開催予

定）終結の時まで 

72 

取締役 ― 

ドナルド・ 

ジェイムズ・ 

フィリップス二世 

昭和37年４月10日生 

昭和61年10月 

平成３年１月 

平成８年１月 

平成10年４月 

平成12年10月 

モーニングスター インク 入社 

モーニングスター インク 

取締役副社長 

モーニングスター インク 

取締役社長 

当社 取締役(現任) 

モーニングスター インク 

マネジング・ディレクター(現

任) 

第11期事業年度

（平成19年１月１

日から平成20年３

月31日）に関する

定時株主総会（平

成20年６月開催予

定）終結の時まで 

― 

取締役 ― 
タオ・ファン 

昭和37年12月19日生 

平成２年８月 

平成10年１月 

平成10年３月 

平成10年５月 

平成12年３月 

平成12年10月 

モーニングスター インク 入社 

モーニングスター インク 

バイスプレジデント 

当社 取締役 

当社 代表取締役 

当社 取締役(現任) 

モーニングスター インク 

ＣＯＯ(現任) 

第11期事業年度

（平成19年１月１

日から平成20年３

月31日）に関する

定時株主総会（平

成20年６月開催予

定）終結の時まで 

― 

取締役 ― 

ベビン・ 

デズモンド 

昭和41年11月９日生 

昭和63年９月 

平成元年２月 

平成元年９月 

平成２年２月 

平成３年１月 

平成３年９月 

平成５年９月 

平成11年10月 

平成12年10月 

マサチューセッツ州エベレスト

市職員 

ピーコック ペーパ一社 入社 

マウス アンド ホフマン社 入

社 

ローエン グループ 入社 

マルテック グループ 入社 

イリノイ住宅サービス 入社 

モーニングスター インク 入社 

当社 取締役(現任) 

モーニングスター インク 

国際業務部長(現任) 

第11期事業年度

（平成19年１月１

日から平成20年３

月31日）に関する

定時株主総会（平

成20年６月開催予

定）終結の時まで 

― 

 



 （注） 監査役 村井弘光、黒澤範夫、伊永功、藤井厚司の４名は会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。 

役名 職名 
氏名 

生年月日 
略歴 任期 

所有株式数 
(株) 

常勤監査役 ― 
村井 弘光 

昭和15年２月１日生 

昭和37年４月 

平成元年９月 

平成３年４月 

平成12年３月 

平成18年３月 

株式会社富士銀行 入行 

テルモ株式会社 入社 

サンデンインターナショナル株

式会社 入社 

当社 常勤監査役(現任) 

モーニングスター・アセット・

マネジメント株式会社 監査役 

第12期事業年度

（平成20年４月１

日から平成21年３

月31日）に関する

定時株主総会（平

成21年６月開催予

定）終結の時まで 

― 

監査役 ― 
黒澤 範夫 

昭和13年１月29日生 

昭和36年４月 

昭和63年７月 

平成元年６月 

平成７年６月 

平成９年10月 

平成11年６月 

  

平成12年５月 

  

平成13年３月 

平成17年６月 

野村證券株式会社 入社 

同社 法人企画部長 

株式会社野村総合研究所 

東京研究本部部長 

野村投信委託株式会社 常任顧

問 

野村アセット・マネジメント投

信株式会社 経営理事 

イー・トレード株式会社（現Ｓ

ＢＩホールディングス株式会

社）常勤監査役 

ソフトバンク・ファイナンス株

式会社（現ソフトバンク・エー

エム株式会社）常勤監査役 

当社 監査役(現任) 

ＳＢＩインベストメント株式会

社 監査役（現任） 

ＳＢＩホールディングス株式会

社 監査役 (現任) 

第12期事業年度

（平成20年４月１

日から平成21年３

月31日）に関する

定時株主総会（平

成21年６月開催予

定）終結の時まで 

― 

監査役  ― 
 伊永 功 

昭和12年３月24日生 

昭和36年４月 

  

平成３年６月 

  

  

平成10年10月 

平成15年６月 

平成18年３月 

株式会社富士銀行(現みずほ銀

行) 入行  

大東証券株式会社（現みずほイ

ンベスターズ証券株式会

社） 取締役国際部長 

大沢証券株式会社（現ＳＢＩイ

ー・トレード証券株式会

社） 監査役  

ＳＢＩイー・トレード証券株式

会社 常勤監査役（現任）  

当社 監査役(現任)  

第12期事業年度

（平成20年４月１

日から平成21年３

月31日）に関する

定時株主総会（平

成21年６月開催予

定）終結の時まで 

― 

監査役 ― 
藤井 厚司 

昭和30年12月18日生 

昭和55年４月 

  

  

平成８年５月 

平成10年７月 

平成11年３月 

  

平成13年４月 

  

  

  

平成16年９月 

  

平成17年９月 

  

平成18年３月 

平成18年６月 

三菱化成工業株式会社（現株式

会社三菱ケミカルホールディン

グス） 入社 

ソフトバンク株式会社 入社 

同社 管理本部経理部長  

ソフトバンク・アカウンティン

グ株式会社 代表取締役社長 

ソフトバンク・ファイナンス株

式会社（現ソフトバンク・エー

エム株式会社） 取締役経理担

当  

ＳＢＩパートナーズ株式会

社 取締役執行役員 

ＳＢＩパートナーズ株式会

社 常勤監査役 

当社 監査役(現任)   

ＳＢＩプランナーズ株式会

社 常勤監査役(現任)   

第12期事業年度

（平成20年４月１

日から平成21年３

月31日）に関する

定時株主総会（平

成21年６月開催予

定）終結の時まで 

― 

計  2,303 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方) 

当社は、企業経営の透明性と健全性を維持し、迅速な経営判断による各種施策を効率的に執行することが、取引先や

社会からの信頼を確保し、企業価値の増大を通じて株主に対する責任を果たしていく上で重要であり、そのためには

コーポレート・ガバナンスの充実が不可欠であると認識しております。 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の「意思決定」、「業務執行」の分離を明確に

し、取締役会ほか当社の各組織・職位の分掌、権限及び責任を社内諸規定で明確に定め、社内諸規定を遵守するこ

と、絶えず経営管理制度と組織、仕組みの見直しと改善に努力することにより、企業経営の透明性と健全性を維持す

ることであります。 

また、監査役監査及び内部監査を強化することにより、法令、定款、社内諸規定の遵守を保証し、経営と執行に対す

る監視機能を高めることもコーポレート・ガバナンスの基本的な取り組みとして重要と考えております。 

  

(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況) 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 当社の機関の内容 

当社の取締役会は取締役８名（平成18年12月31日現在）で構成されており、取締役並びに取締役会の機能・責任を明

確にするため、執行役員制度を導入しております。  

業務執行に関しては、執行役員ＣＥＯ、執行役員ＣＯＯ、執行役員ＣＦＯの３名のがこの任にあたっており、経営環

境の変化に対応しうる柔軟な業務執行体制を構築しております。 

また、当社では、毎月１回、常勤役員定例会を執り行っており、常勤の取締役に加え、子会社の代表取締役、取締役

等が参加し、当社グループの業務執行に関する重要事項を協議しております。常勤役員定例会グループ経営方針の徹

底、業務執行の効率化等を図っております。  

常勤役員定例会で協議した内容は、法令及び定款に定めるものほか重要事項に関しては、「取締役会規則」に定める

取締役会への付議を行い、そのほかの事項は、「業務分掌および職務権限に関する規程」及び「稟議規程」に従って

決定及び執行を行っております。 

  

・当社の業務執行・監視及び内部統制の仕組 （提出日現在）   

  



② 内部統制システムの整備状況 

当社は、企業経営の透明性と健全性を維持し、迅速な経営判断による各種施策を効率的に執行するためには、内部統

制システムを整備し、健全な内部統制システムにより、業務執行を行うことが重要だと認識しております。また、健

全な内部統制システムは、以下の体制であると必要があると考え、整備に努め、実施しております。 

（１） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

１. 当社は、法令遵守及び倫理的行動が、当社の経営理念・ビジョンの実現の前提であることを、代表取締役をし

て全役職員に徹底させるものとする。 

２. 当社は、取締役会及び原則月１回開催する常勤役員定例会（当社及び子会社の常勤取締役及び常勤監査役で構

成する。以下、定例会）において、取締役間の意思疎通を図るとともに代表取締役の業務執行を監督し、また、

法令・定款違反行為を未然に防止するものとする。 

３. 当社は、取締役会の決議によりコンプライアンス担当役員を定め、当社のコンプライアンス上の課題・問題の

把握に努めさせるとともに、代表取締役の直轄部門として内部監査部門を設置し、内部監査部門が必要に応じて

外部専門家の協力を得て、取締役及び使用人による職務の執行を監査し、法令・定款違反行為を未然に防止する

ものとする。代表取締役は、内部監査の結果について、６ヶ月に一度、取締役会に報告するほか、監査役の求め

に応じて報告するものとする。 

４. 当社は、取締役及び使用人が当社における法令・定款違反行為その他コンプライアンスに関する重要な事実を

発見した場合に報告することを可能とするために、内部監査部門および監査役に直接通報を行うための情報シス

テムを整備するものとする。 

（２） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制  

１. 当社は、取締役会の決議により文書管理規程を定め、取締役の職務の執行に係る情報を、文書または電磁的記

録（以下「文書等」という）に記載又は記録して保存し、管理するものとする。  

２. 文書等は、取締役又は監査役が常時閲覧できるものとする。  

（３） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

１. 当社は、当社の業務執行及び経営理念・ビジョンの達成を阻害しうるリスクに対して、そのリスクを把握し、

適切に評価して管理するため、取締役会が定めるリスク管理規程に従い、リスク管理に関する責任者としてリス

ク管理担当役員を定めるとともに、管理部門を管掌する部門長及びシステム部門を管掌する部門長をして、これ

を補佐させるものとする。  

２. 当社は、前項のリスクが顕在化した場合には、リスク管理規程に従い、リスク管理担当役員を責任者とする対

策本部を設置し、当該リスクに関する情報が適時且つ適切にリスク管理担当役員及び必要な役職員に共有される

体制を整備し、当該リスクに対処するものとする。 

（４） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

１. 当社は、取締役会の決議により職務分掌を定め、取締役間の職務分担を明確にするものとする。  

２. 当社は、適切且つ迅速な意思決定を可能とする情報システムを整備するものとする。  

３. 当社は、取締役会及び原則月１回開催する定例会において、各部門において生じる問題の解決を適時且つ適切

に行うとともに、問題解決から得られるノウハウを取締役に周知徹底する。これにより、その担当職務の執行の

効率化を図り、全社的な業務の効率化を図るものとする。  

（５） 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制  

１. 当社は、当社の属する企業集団におけるコンプライアンス上の課題・問題の把握及び業務の適正の確保のた

め、コンプライアンス担当役員が、企業集団に属する会社のコンプライアンス担当者と共同で、企業集団全体の

コンプライアンスについて情報の交換を行うための会議を設置するものとし、企業集団に属する会社から開催の

請求があったときは、速やかに当該会議を開催する。 

２. 取締役は、企業集団に属する会社において、重大な法令・定款違反行為その他のコンプライアンスに関する重

要な事実を発見した場合には、当社の監査役に報告するものとし、報告を受けた監査役は、重要な事実が発見さ

れた会社の監査役に通知するものとする。  

（６） 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制及び当該使用

人の取締役からの独立性に関する事項 

当社は、監査役会が、監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役の職務を補助しうる知

見を有する使用人を、監査役と協議のうえ定める期間中、取締役の指揮命令系統から独立した監査役の職務を補

助すべき使用人として置くものとし、当該使用人の人事異動及び人事評価については、監査役の意見を尊重する

ものとする。  



（７） 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

１. 取締役は、取締役会規程に定める次の事項を知ったときは、取締役会において、監査役に適時且つ的確に報告

するものとする。 

① 会社に著しい損害を及ぼす虞のある事項 

② 経営に関する重要な事項 

③ 内部監査に関連する重要な事項 

④ 重大な法令・定款違反 

⑤ その他取締役が重要と判断する事項  

２. 取締役は、監査役より前項第1号乃至第4号の事項について説明を求められたときは、速やかに詳細な説明を行

うものとし、合理的な理由無く説明を拒んではならないものとする。  

３. 当社は、取締役及び使用人が、法令・定款違反行為その他コンプライアンスに関する重要な事実を監査役に対

して直接報告するための情報システムを整備するものとする。  

（８） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

１. 当社は、代表取締役をして監査役と定期的に会合を持たせ、経営上の課題及び問題点の情報共有に努めるほ

か、必要に応じて、監査役、内部監査部門及び会計監査人の情報共有を図るものとする。 

２. 当社は、監査役から前項の会合の開催の要求があったときは、速やかにこれを開催するものとする。 

  

③ リスク管理体制の整備の状況 

会社の存続に重大な影響を与える経営危機が発生した場合、あるいはその可能性が生じた場合には、取締役会が定め

るリスク管理担当役員を総責任者とする対策本部を設置して、情報の収集や対応策及び再発防止策の検討・実施を行

うとともに、関係機関への報告、情報開示を行うこととしております。 

事業活動に関しては、法令やルールの遵守、各種規程の整備と適切な運用について、取締役会が定めるリスクコンプ

ライアンス担当役員が、充実・強化を図っております。   

情報管理につきましては、取締役会において、リスク管理担当役員を補佐する者として、システム部門を統括する部

門長を指名し、情報システム管理規程の遵守徹底は図るとともに、コンピュータシステム障害に備えた安全対策を検

討し、安定的なシステム運営に取り組んでおります。  

  

 ④ 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

当社の監査役は全員が社外監査役であり、取締役会に出席し、経営に対する監視機能を果たしております。社外監査

役のうち１名は常勤監査役として、当社及び子会社の常勤取締役及び執行役員が業務執行に係わる重要事項を協議

し、取締役及び執行役員間の意思疎通を図る目的で毎月１回開催される常勤役員定例会に出席し、業務執行に対する

監視機能を果たしております。また、当社の規模（常勤取締役5名従業員25名、事業所は本社のみ：平成18年12月末現

在）に対して、社外監査役である常勤監査役は、他社との兼務がなく、当社の監査のみに専任しており、日常の業務

全般の監査に充分な時間を費やしています。 

内部監査は、内部監査室長１名より行なわれ、当社各事業部及び子会社の業務が内部統制下において、関係法令、定

款及び社内諸規程に従い、適正かつ有効に運用されるように監査を行い、その結果及び改善勧告を、代表取締役に報

告しております。内部監査での改善勧告は代表取締役執行役員ＣＯＯの指示のもと、執行役員ＣＦＯを中心に改善活

動を行っております。  

監査役会は、会計監査人から、監査体制・監査計画・監査実施状況・監査結果などについて、中間・期末決算時に説

明を受けております。監査役会と会計監査人は、状況報告、意見交換を通じて、相互の監査実施状況・監査結果につ

いて認識を共有し、相互の監査について必要な連携をしています。  

監査役会と内部監査室は、監査体制・監査計画・監査実施状況・監査結果などについて、定期的に状況報告、意見交

換を行っております。監査役と内部監査室は、相互の監査実施状況・監査結果について認識を共有し、法令、定款、

社内諸規定の遵守を保証し、経営と執行に対する監視機能を高めるために連携をしています 

また、内部監査室と会計監査人は、監査体制・監査計画・監査実施状況・監査結果などについて、定期的に状況報

告、意見交換を行っております。内部監査室と会計監査人は、状況報告、意見交換を通じて、相互の監査実施状況・

監査結果について認識を共有し、相互の監査について必要な連携をしています。 



なお、平成18年12月期における会計監査体制は以下のとおりであります。  

 ※監査法人トーマツによる監査は、平成18年12月期からであるため、継続関与年数に関しては記載を省略して

おります。 

 会計監査業務にかかわる補助者の構成 

  公認会計士４名 会計士補７名 その他１名 

  

⑤ 役員報酬の内容 

注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。  

 ２．報酬等の額には、第10期定時株主総会に付議する当事業年度に係る取締役賞与12,000千円が含まれており

ます。 

 ３．上記のほか、１株式等の状況、(7)ストックオプション制度の内容③に記載のとおり、取締役１名に対

し、新株予約権80個（目的となる株式160株）を付与しております。 

  

⑥ 監査報酬の内容  

 当社の監査法人である監査法人トーマツに対する報酬 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 8,250千円 

上記以外の報酬の額                              －千円 

子会社の監査法人トーマツに対する報酬  

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 7,500千円 

上記以外の報酬の額                              －千円 

  

(2) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要  

 社外取締役は選任しておりません。 

 監査役４名は、全員が社外監査役であります。社外監査役４名のうち３名は、当社の親会社あるいは親会社の他の

子会社の監査役に就任しております。 

社外監査役４名と当社の間に該当する特別な利害関係はありません。 

  

(3) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近における実施状況  

平成18年７月20日開催の取締役会において② 内部統制システムの整備状況に記載した「内部統制システムに関する

基本方針」を決議し、その内容を実現すべく、コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みを強化いたしまし

た。 

当社は、取締役会のほか常勤役員定例会を機動的に開催することにより、円滑な意思疎通と経営方針の周知徹底をは

かり、迅速な判断に基づく事業展開と業務執行に取り組んでおります。 

「内部統制システムに関する基本方針」に基づく体制を構築するため、取締役会でリスク管理規程を定めると共に、

リスク管理担当役員を選任し、会社の存続に重大な影響を与える経営危機が発生した場合、あるいはその可能性が生

じた場合の対応体制を明確にいたしました。 

また、取締役会でコンプライアンス担当役員を選任し、当社のコンプライアンス上の課題・問題の把握に努めさせ、

その改善を図る体制を整備するとともに、個人情報管理を含む情報管理を中心に従業員に対するコンプライアンス教

育を研修会の実施などにより強化いたしました。  

さらに、これまで任意協議の場であった常勤の役員による定例会に関して、取締役会において組織規定を改定し、当

社の業務執行に関する重要事項を協議する会社の機関として常勤役員定例会を設置いたしました。また、取締役会に

おいて、「常勤役員定例会規則」を定め、常勤役員定例会について、取締役間の意思疎通を図るとともに取締役の業

務執行を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止することも目的とすることといたしました。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 

指定社員 井上 隆司 
監査法人トーマツ 

業務執行社員 遠藤 康彦 

区分 支給人員 支給額 

取締役 ４名 40,154千円 

監査役 １名 6,000千円 

合計 ５名 46,154千円 



対外的なIR活動につきましては、適時開示ルールの厳守に努めるほか、四半期決算を含めた決算発表時には報道機関

や機関投資家を主たる対象とした説明会を年間４回開催いたしました。同時にこれらの情報に関する資料、説明会の

動画映像を、速やかに当社のウェブサイトへ掲載するようにしており、これらを通じて公平でタイムリーな情報の開

示に努めております。 

  

(4) 関連当事者（親会社等）との関係に関する基本方針  

当社は、親会社であるＳＢＩホールディングス株式会社が傘下に擁する金融関連のグループ企業各社と緊密な関係を

保ち、相互のシナジー効果によって競争力の強化を図ることで、効率的な経営と事業展開を追求しております。  

また、当社の大株主である米国モーニングスター・インクは、投資信託等の評価に関するノウハウやライセンスの供

給元であり、相互に米国及び日本の投資信託を中心とする金融商品情報を提供しております。  

これらの関連当事者とは、当社の情報サービスやコンサルティングサービスの提供などの営業取引に加えて、役員の

兼務及び従業員の出向派遣や受け入れ、業務の委託等の取引関係もありますが、これらすべての取引条件等は市場価

格を勘案して一般的な取引条件と同様に決定しております。  

  

(5) 責任限定契約の内容の概要 

該当事項はありません。  

当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結

しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、100万円と法令に定める最低限度額とのいずれか高い額となり

ます。 

  

(6) 取締役の定数 

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

  

(7) 取締役の選任および解任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

なお、取締役の選任決議については、会社法と異なる別段の定めはありません。 

  

(8) 剰余金の配当等の決定機関 

当社は、当会社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場

合を除き、取締役会の決議により行うことができる旨定款に定めております。 

ただし、第11期事業年度は、平成19年１月１日から平成20年３月31日までの１年３ヵ月間となり、平成19年３月23

日開催の第10期定時株主総会において選任された現任取締役の任期は、第11期事業年度に関する定時株主総会の終結

の時まで、１年以上となるため、上記定款記載事項の効力は、第11期事業年度に関する定時株主総会（平成20年６月

開催予定）終結後から生じる旨の附則を定款に設けております。 

  

(9) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う旨定款に定めております。 

これは、株主総会における特別決議の定数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものであります。 

  



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1)  当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。 

 ただし、前連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

(2)  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)及

び前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監査法

人の監査を受け、当連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)及び当事業年度(平成18年１月１日か

ら平成18年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツの監査を受けております。 

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

(平成17年12月31日) 
当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 4,667,576 5,710,295 

２ 売掛金 197,655 243,718 

３ 有価証券 68,828 68,512 

４ 繰延税金資産 55,685 28,522 

５ その他 48,654 30,687 

流動資産合計 5,038,400 89.3 6,081,736 91.0

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(１)建物付属設備 5,087 6,766   

減価償却累計額 △1,874 3,212 △2,498 4,268 

(２)器具備品 101,864 108,811   

減価償却累計額 △86,196 15,668 △92,403 16,407 

(３)車両運搬具 － 7,722   

減価償却累計額  － － △3,830 3,892 

有形固定資産合計 18,881 0.3 24,568 0.3

２ 無形固定資産   

 (１)のれん － 9,673 

(２)ソフトウェア 37,057 61,016 

(３)ソフトウェア仮勘定  － 12,600 

(４)その他 1,759 1,730 

無形固定資産合計 38,816 0.7 85,020 1.3

３ 投資その他の資産   

(１)投資有価証券 ※２ 331,665 261,945 

(２)繰延税金資産 9,410 3,189 

(３)その他 202,481 214,900 

投資その他の資産合計 543,558 9.6 480,036 7.2

固定資産合計 601,255 10.6 589,625 8.8

Ⅲ 繰延資産   

１ 新株発行費 3,672 － 

２ 株式交付費  － 10,794 

繰延資産合計 3,672 0.1 10,794 0.2

資産合計 5,643,328 100.0 6,682,156 100.0 

    
 



   
前連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

 １ 買掛金  － 21,935 

２ 未払金  96,530 146,483 

３ 未払法人税等  78,637 89,867 

４ 役員賞与引当金  － 12,000 

５ その他  25,061 33,558 

流動負債合計  200,229 3.5 303,846 4.5

Ⅱ 固定負債    

１ 繰延税金負債  16,485 － －

固定負債合計  16,485 0.3 － －

負債合計  216,715 3.8 303,846 4.5

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  117,555 2.1 － －

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１ 2,064,025 36.6 － －

Ⅱ 資本剰余金  2,455,296 43.5 － －

Ⅲ 利益剰余金  763,465 13.5 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金  26,271 0.5 － －

資本合計  5,309,057 94.1 － －

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 5,643,328 100.0 － － 

     
 



   
前連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   2,091,125 31.3 

２ 資本剰余金     － －   2,482,432 37.2 

３ 利益剰余金     － －   1,373,137 20.5 

株主資本合計     － －   5,946,694 89.0 

Ⅱ 新株予約権     － －   53 0.0 

Ⅲ 少数株主持分     － －   431,562 6.5 

純資産合計     － －   6,378,310 95.5 

負債純資産合計     － －   6,682,156 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 1,259,990 100.0 1,628,623 100.0 

    

Ⅱ 売上原価 580,709 46.1 742,787 45.6

売上総利益 679,281 53.9 885,835 54.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 427,097 33.9 454,533 27.9

営業利益 252,183 20.0 431,301 26.5

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息 2,493 8,642   

２ 為替差益 1,031 52   

３ 持分法による投資利益 10,303 15,792   

４ 出資金運用益 1,301 86,828   

５ その他 1,033 16,164 1.3 1,354 112,670 6.9

Ⅴ 営業外費用   

１ 固定資産除却損 427 359   

２ 新株発行費償却 3,984 －   

３ 株式交付費 － 5,754   

４ その他 446 4,858 0.4 685 6,798 0.4

経常利益 263,489 20.9 537,173 33.0

Ⅵ 特別利益   

１ 子会社株式売却益 ※２ － 101,331   

２ 持分変動によるみなし
売却益 

※３ 55,004 55,004 4.4 228,323 329,655 20.2

Ⅶ 特別損失   

１ 前期損益修正損   3,000 －   

２ 営業所閉鎖に係る損失 ※４ 9,606 12,606 1.0 － － －

税金等調整前当期純利益 305,887 24.3 866,829 53.2

法人税、住民税及び事業
税 

86,612 129,170   

法人税等調整額 △48,572 38,040 3.0 43,581 172,752 10.6

少数株主利益 4,649 0.4 21,632 1.3

当期純利益 263,197 20.9 672,444 41.3

    



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  2,452,230

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１ 新株引受権行使による
新株式の発行 

 3,066 3,066

Ⅲ 資本剰余金期末残高  2,455,296

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  531,306

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益  263,197 263,197

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金  29,593

２ 役員賞与  1,445 31,039

Ⅳ 利益剰余金期末残高  763,465

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 
 評価・換算差

額等 
 新株予約権 少数株主持分  純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

平成17年12月31日残

高 
2,064,025 2,455,296 763,465 5,282,786 26,271 104 117,555 5,426,717 

連結会計年度中の変動

額 
        

新株の発行 27,100 27,136   54,236   △36   54,200 

利益処分による剰

余金の配当 
    △52,649 △52,649       △52,649 

利益処分による役員

賞与 
    △10,122 △10,122     △377 △10,500 

当期純利益     672,444 672,444     21,632 694,076 

株主資本以外の項

目の連結会計年度

中の変動額（純

額） 

        △26,271 △15 292,751 266,465 

連結会計年度中の変動

額合計 
27,100 27,136 609,672 663,908 △26,271 △51 314,006 951,592 

平成18年12月31日残

高 
2,091,125 2,482,432 1,373,137 5,946,694 － 53 431,562 6,378,310 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

      

１ 税金等調整前当期純利益   305,887 866,829 

２ 減価償却費   38,491 30,244 

３ 長期前払費用償却   6,380 6,380 

４ 受取利息及び受取配当金   △2,493 △8,642 

５ 新株発行費償却   3,984 － 

６ 株式交付費   － 3,617 

７ 子会社株式売却益   － △101,331 

８ 投資有価証券売却損益   446 － 

９ 固定資産売却益   △185 － 

10 固定資産除却損   427 359 

11 出資金運用損益   △1,301 △86,828 

12 為替差損益   109 58 

13 持分法による投資利益   △10,303 △15,792 

14 持分変動によるみなし売却益   △55,004 △228,323 

15 売上債権の増減額   △677 △37,238 

16 棚卸資産の増減額   △3,535 △122 

17 仕入債務の増減額   － 21,935 

18 未払金の増減額   25,456 45,228 

19 その他の流動資産の増減額   1,051 △610 

20 その他の流動負債の増減額   2,206 18,305 

21 役員賞与の支払額   △1,500 △10,500 

小計   309,439 503,569 

22 利息及び配当金の受取額   2,493 7,092 

23 法人税等の支払額   △92,678 △118,981 

24 法人税等の還付額   3,739 22,441 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  222,994 414,121 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

      

１  定期預金の預入による支出   － △3,500,000 

２ 有形固定資産の取得による支出   △4,623 △11,932 

３ 有形固定資産の売却による収入   420 － 

４ 無形固定資産の取得による支出   △15,632 △54,972 

５  投資有価証券取得による支出   △237,100 － 

６ 投資有価証券売却による収入   77,603 2,783 

７ 投資有価証券の払戻による収入   47,448 124,707 

８ 連結範囲の変更を伴う子会社株
式の取得による支出 

※２  － △19,653 

９ 子会社株式の一部売却による収
入 

  － 140,760 

10 その他   △13,934 △17,489 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △145,817 △3,335,798 

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

      

１ 株式の発行による収入   874 52,700 

２ 少数株主に対する株式発行によ
る収入 

  147,600 463,739 

３ 配当金の支払   △29,352 △52,303 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  119,121 464,136 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  △109 △58 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   196,188 △2,457,597 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   4,540,216 4,736,404 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,736,404 2,278,807 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項  子会社はすべて連結しております。 

 当該連結子会社は、モーニングスタ

ー・アセット・マネジメント㈱、ゴメ

ス・コンサルティング㈱の２社であり

ます。 

従来、連結子会社であったイー・アド

バイザー㈱については平成17年12月１

日に当社と合併し、連結子会社に該当

しなくなりました。 

 子会社はすべて連結しております。 

 当該連結子会社は、モーニングスタ

ー・アセット・マネジメント㈱、ゴメ

ス・コンサルティング㈱、エージェン

ト・オール㈱の３社であります。 

平成18年12月14日にエージェント・オ

ール㈱が実施した第三者割当増資2,657

株につき、その全額を引受けました。

その結果、エージェント・オール㈱は

当社が議決権の93%を保有する連結子会

社となりました。  

 なお、当連結財務諸表の、エージェン

ト・オール㈱の株式の取得日を平成18

年12月31日とみなし、貸借対照表を連

結しております。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1）関連会社は１社であり、持分法を適

用しております。 

 当該関連会社は㈱株式新聞社であり

ます。 

なお、㈱株式新聞社は株式取得によ

り当連結会計年度より持分法適用の

関連会社としております。 

 (2）持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社はありません。 

(1）関連会社は１社であり、持分法を適

用しております。 

 当該関連会社は㈱株式新聞社であり

ます。 

  

  

  

 (2）持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社はありません。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

モーニングスター・アセット・マネジ

メント㈱、ゴメス・コンサルティング

㈱の事業年度の末日は、連結決算日と

一致しております。エージェント・オ

ール㈱の事業年度の末日は３月31日で

あり、平成18年12月31日現在において

貸借対照表を作成し、連結しておりま

す。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

ただし、匿名組合出資金は、個別

法によっており、匿名組合財産の

持分相当額を投資その他の資産の

「投資有価証券」として計上して

おります。匿名組合が獲得して純

損益の持分相当額を「営業外損

益」に計上するとともに「投資有

価証券」を加減し、匿名組合から

の配当金は、「投資有価証券」を

減額しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

定率法によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェアのうち自社利

用目的のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年以

内）に基づく定額法、市場販売目的

のソフトウェアについては見込有効

期間（３年以内）に基づく定額法を

採用しております。 

②無形固定資産 

同左 

  (3)重要な引当金の計上基準  

 － 

  

(3)重要な引当金の計上基準   

役員賞与引当金  

役員の賞与支給に備えるため、賞与支

給見込額に基づき、定時株主総会に付

議する金額を計上しております。 

  (3) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(3) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (4) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①重要な繰延資産の処理方法 

新株発行費 

商法施行規則に規定する最長期間(３

年間)で均等償却しております。 

(4) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費 

企業規模拡大のために行う資金調達

等の財務活動に係るものは、繰延資

産に計上し、定額法（３年）により

償却しております。それ以外のもの

は、支出時に費用計上しておりま

す。 

なお、前連結会計年度以前に計上し

た新株発行費については、３年で均

等償却しております。  

  ②消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

②消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６ のれんの償却に関する事

項 

－ のれんの償却については、20年間の均

等償却を行っております。 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

－ 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月30日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準）  

当連結会計期間より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。  

 ────── 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  

当連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第５号）及び、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基

準適用指針第８号）に基づいて連結貸借対照表を作成

しております。 

従来の「資本の部」の合計額に相当する金額は

5,946,694千円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

期間における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

──────  （役員賞与に関する会計基準）  

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用しております。  

これにより、営業利益、経常利益、税金等調整前当期

純利益は、各々12,000千円減少しております。  

なお、セグメント情報に与える影響については、当該

箇所に記載しております。  

 



（表示方法の変更） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月30日） 

──────    （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月

11日 実務対応報告第19号）を適用しております。 

これにより、経常利益、税金等調整前当期純利益は、

各々516千円増加しております。 

 なお、前連結会計年度まで、連結貸借対照表、繰延資

産において表示しておりました「新株発行費」は当連結

会計年度より、「株式交付費」として表示しておりま

す。 

 また、前連結会計年度において、連結損益計算書、営

業外費用において表示しておりました「新株発行費償

却」および繰延資産に計上した「株式交付費」の償却

は、当連結会計年度より、営業外費用「株式交付費」に

含めて表示しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 －  － 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 当社の発行済株式総数は、普通株式131,624株であ

ります。 

－ 

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

    投資有価証券（株式）  187,403千円 

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

    投資有価証券（株式）  201,945千円 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目 ※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目 

役員報酬 83,992千円

従業員給与 103,258千円

広告宣伝費 18,788千円

支払報酬 21,272千円

役員報酬 58,652千円

従業員給与        122,245千円

広告宣伝費 10,660千円

支払報酬       27,834千円

役員賞与引当金繰入額 12,000千円

※２          － ※２ 平成18年8月16日に子会社ゴメス・コンサルティン

グ株式会社が大阪証券取引所ヘラクレス市場に上

場した際に売出した同社株式の売却益でありま

す。  

※３ 平成17年6月15日、子会社ゴメス・コンサルティン

グ株式会社が実施した第三者割当増資により、当

社の持分比率が96.4％から84.9％となったことに

伴う子会社持分変動によるみなし売却益でありま

す。  

※３ 子会社ゴメス・コンサルティング株式会社上場の

際に実施した公募増資及び同社におけるストッ

ク・オプションの行使により、当社の持分比率が

84.9％から68.5%となったことに伴う子会社持分変

動によるみなし売却益であります。 

※４ 合併した子会社イー・アドバイザー㈱の営業所閉

鎖に伴う賃貸契約の解約損、固定資産の除却損で

あります。 

※４          － 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加133,080株の内訳は次のとおりです。 

 ① 新株予約権の権利行使   728株 

 ② 株式分割       132,352株         

  

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．新株予約権に関する事項  

（注）1 当連結会計年度減少は、新株引受権の権利行使による新株の発行96株、行使期間終了による消却120株によるも

のであります。 

 2 当連結会計年度増加は、株式分割に伴うものであります。当連結会計年度減少は、新株引受権の権利行使によ

る新株の発行によるものであります。 

 3 当連結会計年度増加は、株式分割に伴うものであります。当連結会計年度減少は、新株引受権の権利行使によ

る新株の発行によるものであります。 

4 上記以外にストックオプションとして次の新株予約権があり、詳細は（ストックオプション等関係）に記載し

ております。  

  

４．自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注） 131,624 133,080 － 264,704 

合計 131,624 133,080 － 264,704 

新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結計年度

末残高 

（千円） 
前連結会計 

年度末 

当連結年度年

度増加 

当連結年度年

度減少 

当連結会計年

度末 

平成12年第３回新株引受権付無担保

社債の新株引受権（注）1 
普通株式 216 － 216 － － 

平成12年第４回新株引受権付無担保

社債の新株引受権（注）2 
普通株式 264 168 96 336 21 

平成12年第５回新株引受権付無担保

社債の新株引受権（注）3 
普通株式 352 256 96 512 32 

合計   832 424 408 848 53 

新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結計年度

末残高 

（千円） 
前連結会計 

年度末 

当連結年度年

度増加 

当連結年度年

度減少 

当連結会計年

度末 

平成13年新株引受権 普通株式 168 128 40 256 － 

平成15年第１回新株予約権 普通株式 2,108 1,454 654 2,908 － 

平成18年第２回新株予約権 普通株式 － 510 － 510 － 

合計   2,276 2,092 694 3,674 － 



５．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

 平成19年3月23日開催予定の第10回定時株主総会において次のとおり決議いたしました。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年３月23日 

定時株主総会 
普通株式  52,649 400 平成17年12月31日 平成18年３月23日 

決議予定 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円）  

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

 平成19年３月23日 
定時株主総会 

普通株式   利益剰余金 132,352 500 平成18年12月31日 平成19年３月26日

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,667,576千円

有価証券 68,828千円

現金及び現金同等物期末残高 4,736,404千円

  

現金及び預金勘定     5,710,295千円

有価証券      68,512千円

６ヶ月超の定期預金   △3,500,000千円

現金及び現金同等物期末残高   2,278,807千円

  ※２ 株式取得により新たに連結子会社となった会社の資

産及び負債の主な内訳 

株式取得により新たにエージェント・オール株式会

社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債

の主な内訳並びにエージェント・オール株式会社株

式の取得価額と連結範囲の変更に伴う子会社株式の

取得による支出との関係は次のとおりであります。

  

流動資産  104,978千円

固定資産  7,517千円

のれん 9,673千円

流動負債 △7,818千円

少数株主持分  △7,327千円

子会社株式の取得価額  107,023千円

子会社の現金及び現金同等物  87,370千円

連結範囲の変更に伴う子会社株

式の取得による支出 

△19,653千円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額，減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

  千円 千円 千円 

器具備品 13,140 6,995 6,114

合計 13,140 6,995 6,114

取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

千円 千円 千円 

器具備品 4,080 1,223 2,856

合計 4,080 1,223 2,856

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,643千円

１年超 2,906千円

合計 4,550千円

１年内      802千円

１年超   2,103千円

合計 2,906千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 2,770千円

減価償却費相当額 2,475千円

支払利息相当額 175千円

支払リース料   871千円

減価償却費相当額      815千円

支払利息相当額    89千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年12月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

当連結会計年度（平成18年12月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

(注）上記のほかに匿名組合出資金(前期末残高81,507千円)について、分配金として117,303千円受領しており

ます。 

区分 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

株式投資信託 2,088 2,755 666 

合計 2,088 2,755 666 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

 77,603 －  446  

内容 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 60,000 

ＭＭＦ 68,439 

公社債投資信託 389 

匿名組合出資金  81,507 

合計 210,336 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

2,783 695 － 



３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないので該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないので該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

内容 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 60,000 

ＭＭＦ 68,512 

合計 128,512 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定拠出型年金制度を設け

ております。なお、当連結会計期間の確定拠出年金へ

の掛金支払額は7,206千円であり、退職給付費用に計上

しています。 

 また、確定給付型の制度として、総合設立型の厚生

年金基金に加入しておりますが、自社の拠出に対応す

る年金資産の額が合理的に計算できないため、退職給

付債務の計上は行っておりません。なお、当連結会計

期間の総合設立型の厚生年金基金への拠出額は7,468千

円であり、退職給付費用に計上しています。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定拠出型年金制度を設け

ております。なお、当連結会計期間の確定拠出年金へ

の掛金支払額は6,716千円であり、退職給付費用に計上

しています。 

 また、確定給付型の制度として、総合設立型の厚生

年金基金に加入しておりますが、自社の拠出に対応す

る年金資産の額が合理的に計算できないため、退職給

付債務の計上は行っておりません。なお、当連結会計

期間の総合設立型の厚生年金基金への拠出額は8,062千

円であり、退職給付費用に計上しています。 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、付与対象者の区分及び数については、

当連結会計年度末の保有者の区分及び数を、ストック・オプションの数については、当連結会計年度末の保

有者の保有する数を株式数に換算して記載しております。 

（注）上記のストック・オプション以外に、次の新株引受権付無担保社債の新株引受権を発行しております。  

 
平成13年 
新株引受権 

平成15年 
第１回新株予約権 

平成18年 
第２回新株予約権 

付与対象者の区分及び数 当社取締役  １名 

 子会社監査役 １名 

当社取締役  ６名 

 当社従業員  ６名   

 子会社取締役 ３名 

 子会社監査役 １名 

 子会社従業員 ６名 

 その他    ２名 

当社取締役  １名 

 当社従業員  ７名  

ストック・オプション数 普通株式   256株 普通株式  2,908株 普通株式   510株 

付与日 平成13年５月18日 平成15年11月５日 平成18年４月21日 

権利確定条件 役職員としての地位を喪失

した場合〔但し、子会社の

役員もしくは従業員となっ

た場合を除く。〕、新株引

受権を喪失する。但し、業

務命令により他社の役員又

は従業員に就任又は転籍し

た場合、または会社都合に

より退職した場合は、この

限りでない。 

当社または当社の子会社の

取締役、監査役もしくは従

業員の地位にあることを要

する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他

正当な理由がある場合とし

て当社取締役会が認めた場

合はこの限りではない。 

 当社または当社の子会社の

取締役、監査役もしくは従

業員の地位にあることを要

する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他

正当な理由がある場合とし

て当社取締役会が認めた場

合はこの限りではない 

対象勤務期間 定めなし  定めなし 定めなし 

権利行使期間 平成15年３月16日～  

 平成23年３月15日 

平成17年３月20日～  

 平成25年３月19日

平成20年３月24日～  

 平成28年３月23日

権利行使価格  （円）  320,375円  57,500円  133,500円  

 
平成12年 

第３回新株引受権付 
 無担保社債の新株引受権 

平成12年 
第４回新株引受権付 

 無担保社債の新株引受権 

平成12年 
第５回新株引受権付 

 無担保社債の新株引受権 

付与対象者の区分及び数       －名 その他   ３名 その他     ４名 

新株引受権の目的となる株

式の数 
普通株式  －株 普通株式  336株 普通株式   512株 

付与日 平成12年３月７日 平成12年３月７日 平成12年３月７日 

権利確定条件 付していない 付していない  付していない 

対象勤務期間 定めなし  定めなし 定めなし 

権利行使期間 平成13年４月１日～  

 平成18年３月31日 

平成14年４月１日～  

 平成19年３月31日

平成15年４月１日～  

 平成20年３月31日

権利行使価格  （円）  6,250円  6,250円  6,250円  



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

 当連結会計年度中（平成18年12月１日）に１株につき２株の株式分割をしております。当該株式分割が、

当連結会計年度の期首に行われたと仮定して株式数を記載しております。また、行使時平均株価について

は、分割調整後株価で計算しております。 

（注）上記のストック・オプション以外に発行している新株引受権付無担保社債の新株引受権の規模及びその変動状況は

次のとおりです。   

  

(3) 連結財務諸表への影響額 

 該当事項はありません。 

 
平成13年 
新株引受権 

平成15年 
第１回新株予約権 

平成18年 
第２回新株予約権 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末未確定残数 － － － 

付与数 － － 510 

失効数 － － － 

権利確定数 － － － 

当連結会計年度末未確定残数 － － 510 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末未行使残数 336 4,216 － 

権利確定数 － － － 

権利行使数 － 880 － 

失効数 80 428 － 

当連結会計年度末未行使残数 256 2,908 － 

行使時平均株価   （円） － 119,416 － 

 
平成12年 

第３回新株引受権付 
 無担保社債の新株引受権 

平成12年 
第４回新株引受権付 

 無担保社債の新株引受権 

平成12年 
第５回新株引受権付 

 無担保社債の新株引受権 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末未確定残数 － － － 

付与数 － － － 

失効数 － － － 

権利確定数 － － － 

当連結会計年度末未確定残数 － － － 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末未行使残数 432 528 704 

権利確定数 － － － 

権利行使数 192 192 192 

失効数 240 － － 

当連結会計年度末未行使残数 － 336 512 

行使時平均株価   （円） 108,125 108,125 108,125 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

繰越欠損金 137,655千円

未払事業税否認額 8,284 

未払金否認額 489 

減価償却費損金算入限度超過額 475 

有価証券評価損 1,146 

連結会社間内部利益消去 4,176 

その他 2,118 

繰延税金資産小計 154,346千円

評価性引当額 △87,712 

繰延税金資産合計 66,634千円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額   △18,023  

繰延税金負債合計   △18,023   

繰延税金資産の純額    48,610  

（繰延税金資産）  

繰越欠損金 8,625千円

未払事業税否認額 10,260 

未払金否認額 3,932 

減価償却費損金算入限度超過額 485 

役員賞与引当金 4,882 

連結会社間内部利益消去 2,703 

その他 821 

繰延税金資産合計     31,712千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.16％

税務上の繰越欠損金の利用 △15.85％

評価性引当金の増減 △14.13％

持分変動によるみなし売却益 △7.32％

子会社株式売却益消去 4.45％

その他 4.43％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
12.44％

法定実効税率 40.69％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.06％

評価性引当額の増減 △10.12％

持分変動によるみなし売却益 △10.72％

その他 0.02％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
19.93％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

当企業集団のすべての事業は「総合レーティング事業」に属しておりますので、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）１．セグメントは、当企業集団が蓄積した情報を比較・分析・評価する「レーティング」の対象分野に従って区

分しております。 

 ２．主なセグメントの内容 

 (1) 金融情報評価・情報提供・コンサルティング 

 モーニングスター株式会社を中心として、投資信託ほかの金融情報を収集し、蓄積した情報を比較・分

析・評価、加工して顧客に提供、コンサルティングを行う事業 

 (2) ウェブサイト評価・情報提供・コンサルティング 

主としてゴメス・コンサルティング株式会社が行うイー・コマースサイトを中心としたウェブサイトに

係わる情報を収集し、蓄積した情報を比較・分析・評価、加工して顧客に提供、コンサルティングを行

う事業 

 ３．事業の区分方法の変更 

当企業集団のすべての事業は蓄積した情報を比較・分析・評価する「総合レーティング事業」に属しており

ますので、セグメント情報の記載を省略しておりましたが、当連結会計年度より「総合レーティング事業」

のなかを「レーティング」の対象分野によってセグメントを区分し、セグメント情報の記載を行うこととい

たしました。 

総合レーティング事業のなかで、ウェブサイトをレーティング対象分野とする売上・利益の割合が増加した

ことから、より適切な開示をするために当連結会計年度よりセグメントを区分して記載を行うものでありま

す。 

 

金融情報評
価・情報提
供・コンサル
ティング 
（千円） 

ウェブサイト
サイト評価・
情報提供・コ
ンサルティン

グ 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 1,115,669 512,954 1,628,623 － 1,628,623 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － － 

計 1,115,669 512,954 1,628,623 － 1,628,623 

営業費用 848,312 352,627 1,200,939 △3,618 1,197,321 

営業利益（又は営業損失） 267,356 160,326 427,683 3,618 431,301 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出            

資産 5,593,011 1,436,457 7,029,468 △347,312 6,682,156 

減価償却費 30,748 3,114 33,862 △3,618 30,244 

資本的支出 69,418 6,735 76,154 － 76,154 



なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いたセグメント区分の方法によって

区分すると次のようになります。 

 前連結会計年度(自 平成17年１月１日  至 平成17年12月31日) 

  

 ４．役員賞与に関する会計基準 

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用しております。  

これにより、金融情報評価・情報提供・コンサルティングの営業利益は12,000千円減少しております。  

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載しておりません。 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載しておりません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

海外売上高が、連結売上高の10％に満たないため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

海外売上高が、連結売上高の10％に満たないため、記載を省略しております。 

 

金融情報評
価・情報提
供・コンサル
ティング 
（千円） 

ウェブサイト
サイト評価・
情報提供・コ
ンサルティン

グ 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 899,208 360,782 1,259,990 － 1,259,990 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － 12,000 12,000 △12,000 － 

計 899,208 372,782 1,271,990 △12,000 1,259,990 

営業費用 764,393 245,150 1,009,543 △1,736 1,007,807 

営業利益（又は営業損失） 134,814 127,632 262,447 △10,263 252,183 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出            

資産 5,145,267 894,320 6,039,588 △396,259 5,643,328 

減価償却費 36,207 2,887 39,095 △604 38,490 

資本的支出 32,755 1,047 33,802 △10,867 22,935 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 （注) １ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 商品の販売、不動産賃借については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

３ 資本金は、平成17年12月31日現在のものであります。 

２ 役員及び個人主要株主等 

 取締役執行役員ＣＥＯ北尾吉孝は、ＳＢＩホールディングス株式会社の代表取締役を兼務しております。当該

会社との取引は、１ 親会社及び法人主要株主等に記載のとおりであります。 

  

３ 子会社等 

該当する取引等はありません。 

４ 兄弟会社等 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 （注) １ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 商品の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

３  資金の貸付は、債券現先取引によるものであり、価格等は市場金利を基礎に同社との交渉に基づいて決定お

ります。 

４ 資本金は、平成17年９月30日現在のものであります。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

ＳＢＩホ

ールディ

ングス株

式会社 

東京都 

港区 
51,923 

アセットマネ

ジメント、ブ

ローカレッ

ジ、インベス

トメントバン

キングをコア

ビジネスとし

た総合金融サ

ービス 

直接 

(被所有) 

50.1 

1人 

商品・

サービ

スの販

売 

費用の

立替、

不動産

賃借等 

商品の販売 5,200 売掛金 ― 

費用立替、

不動産賃借

等 

117,502 未払金 23,167 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社の

子会社 

イー・ト

レード証

券株式会

社 

東京都 

港区 
21,731 

インターネッ

ト経由のオン

ライン証券業

務 

― 1人 

商品・

サービ

スの販

売 

資金の

貸付 

商品の販売 174,927 売掛金 16,255 

資金の貸付 2,115,025 短期貸付金 ― 



当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 （注) １ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 商品の販売、不動産賃借については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

３ 資本金は、平成18年12月31日現在のものであります。 

２ 役員及び個人主要株主等 

 取締役執行役員ＣＥＯ北尾吉孝は、ＳＢＩホールディングス株式会社の代表取締役を兼務しております。当該

会社との取引は、１ 親会社及び法人主要株主等に記載のとおりであります。 

  

３ 子会社等 

該当する取引等はありません。 

４ 兄弟会社等 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 （注) １ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 商品の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

３  資金の貸付は、債券現先取引によるものであり、価格等は市場金利を基礎に同社との交渉に基づいて決定お

ります。 

４ 資本金は、平成18年12月31日現在のものであります。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

ＳＢＩホ

ールディ

ングス株

式会社 

東京都 

港区 
54,567 

アセットマネ

ジメント、ブ

ローカレッ

ジ、インベス

トメントバン

キングをコア

ビジネスとし

た総合金融サ

ービス 

直接 

(被所有) 

49.8 

3人 

商品・

サービ

スの販

売 

費用の

立替、

不動産

賃借等 

商品の販売 900 売掛金 210 

費用立替、

不動産賃借

等 

260,099 未払金 22,981 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社の

子会社 

ＳＢＩイ

ー・トレ

ード証券

株式会社 

東京都 

港区 
4,764 

インターネッ

ト経由のオン

ライン証券業

務 

― 1人 

商品・

サービ

スの販

売 

資金の

貸付 

  

商品の販売 

  

  

192,007 

  

  

売掛金 

  

  

16,963 

  

資金の貸付 3,302,076 短期貸付金 － 

受取利息  4,505 未収収益  － 



（１株当たり情報） 

（注）１ 前連結会計年度中（平成17年12月15日）に１株を２株に株式分割しております。 

当連結会計年度中（平成18年12月１日）に１株を２株に株式分割しております。 

 前連結会計年度の１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、平成17年12月15日の株

式分割が、前連結会計年度の期首に行われたと仮定して算定しております。 

 当連結会計年度の１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、平成18年12月１日の株

式分割が、当連結会計年度の期首に行われたと仮定して算定しております。 

平成17年12月15日および平成18年12月１日の株式分割が前連結会計年度の期首に行われたものとして遡及計算

した場合、前連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期

純利益は以下のようになります。  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 40,255円25銭       22,465円45銭 

１株当たり当期純利益 1,920円52銭      2,545円77銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 1,909円70銭     2,505円71銭 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 20,127円63銭 

１株当たり当期純利益  960円26銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 954円85銭 



２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（注）当連結会計年度より、「一株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 改正平成18年１月31日

企業会計基準第２号）及び、「一株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 改正

平成18年１月31日 企業会計基準適用指針第４号）の改正に伴い、「一株当たり当期純利益に関する実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 改正平成18年１月31日 実務対応報告第９号）に従って、株式に市場価格のない子会

社が発行する新株予約権を潜在株式調整後一株当たり当期純利益の算定に反映させております。なお、前連結会計

年度と同一の方法（株式に市場価格のない子会社が発行する新株予約権を潜在株式調整後一株当たり当期利益の算

定に反映させない場合）により計算した潜在株式調整後一株当たり当期純利益は2,545円77銭となります。 

  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 263,197 672,444 

普通株主に帰属しない金額（千円） 10,500 － 

（うち利益処分による役員賞与金）  （10,500） － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 252,697 672,444 

普通株式の期中平均株式数（株） 131,577 264,141 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額 
    

子会社の発行する潜在株式による当期純

利益調整額（千円）（注）  
－ 4,015 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の

算定に用いられた普通株式増加数の主要

な内訳（株） 

    

平成12年第３回及び第４回新株引受

権付無担保社債の新株引受権 
745 931 

平成15年第１回新株予約権 － 1,689 

普通株式増加数（株） 745 2,620 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

①平成13年３月15日の定時株主総

会によって承認され、同年５月

18日に発行された、旧商法第280

条ノ19の規定による新株引受権

に基づく168株 

②平成15年３月19日の定時株主総

会によって承認され、同年11月

５日に発行された、商法第280条

ノ20及び第280条ノ21の規定によ

る新株予約権に基づく2,108株 

①平成13年３月15日の定時株主総

会によって承認され、同年５月

18日に発行された、旧商法第280

条ノ19の規定による新株引受権

に基づく256株 

②平成18年３月23日の定時株主総

会によって承認され、同年4月21

日に発行された、旧商法第280条

ノ20及び第280条ノ21の規定によ

る新株予約権に基づく510株 



３ １株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりであります。   

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

純資産の部の合計額（千円）  ― 6,378,310 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ― 431,615 

（うち新株予約権) (―) (53) 

（うち少数株主持分) (―) (431,562) 

普通株式に係る期末期末の純資産額（千円） ― 5,946,694 

期末の普通株式の数（株） ― 264,704 



（重要な後発事象） 

(注）前連結会計年度の後発事象として記載してあるストックオプション（新株予約権）付与に関して、平成18年4月13

日開催の取締役会において、ストックオプション（新株予約権）の発行を決議し、平成18年4月21日に第２回新株

予約権を発行いたしました。。 

当該第２回新株予約権の内容及び規模は、（ストック・オプション等関係）に記載のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

ストックオプション（新株予約権）の付与 

平成18年2月20日開催の取締役会及び平成18年3月23日開

催予定の当社第9回定時株主総会で、商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社子会社の

取締役及び従業員の業績向上に対する意欲や士気を一層

高めることを目的として、当社及び当社子会社の取締役

及び従業員に対して、新株予約権を無償で発行すること

を決議いたしました。 

なお、実際の当該ストックオプション（新株予約権）の

発行は、その後の当社取締役会においてストックオプシ

ョン（新株予約権）の発行決議がなされることが条件と

なり、当該取締役会決議は本有価証券報告書提出日現在

行われておりません。 

  

－  

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

特記すべき事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

(平成17年12月31日) 
当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     3,842,574     4,277,493   

２ 売掛金     113,853     124,188   

３ 有価証券     68,828     68,512   

４ 貯蔵品     3,510     4,757   

５ 前払費用     15,753     16,569   

６ 繰延税金資産     46,996     14,070   

７ 立替金     890     2,237   

８ 未収法人税等     22,441     －   

９ 未収消費税等     1,181     －   

10 その他     426     2,825   

流動資産合計     4,116,458 80.4   4,510,654 81.5 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(１)建物付属設備   3,603     4,524     

減価償却累計額   △1,181 2,422   △1,615 2,909   

(２)器具備品   96,773     97,703     

減価償却累計額   △81,771 15,001   △86,694 11,009   

有形固定資産合計     17,424 0.3   13,918 0.3 

２ 無形固定資産               

(１)ソフトウェア     44,620     64,989   

(２)ソフトウェア仮勘定      －     12,600   

(３)電話加入権     993     993   

無形固定資産合計     45,613 0.9   78,582 1.4 

３ 投資その他の資産               

(１)投資有価証券     144,262     60,000   

(２)関係会社株式     607,575     691,856   

(３)出資金     2,500     2,500   

(４)長期前払費用     153,138     146,757   

(５)繰延税金資産     －     169   

(６)差入保証金     26,916     30,887   

投資その他の資産合計     934,393 18.3   932,171 16.8 

固定資産合計     997,431 19.5   1,024,672 18.5 

Ⅲ 繰延資産               

１ 新株発行費     3,124     －   

２ 株式交付費      －     1,989   

繰延資産合計     3,124 0.1   1,989 0.0 

資産合計     5,117,013 100.0   5,537,316 100.0 

     
 



    
前事業年度 

(平成17年12月31日) 
当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 未払金     62,632     108,302   

２ 未払法人税等     8,490     60,270   

３ 未払消費税等     3,858     9,221   

４ 前受金     13,802     13,338   

５ 預り金      －     61   

６ 新株引受権     104     －   

７ 役員賞与引当金     －     12,000   

流動負債合計     88,888 1.7   203,194 3.7 

Ⅱ 固定負債               

１ 繰延税金負債     16,485     －   

固定負債合計     16,485 0.4   － － 

負債合計     105,373 2.1   203,194 3.7 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※１   2,064,025 40.3   －   

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   2,455,296     －     

資本剰余金合計     2,455,296 48.0   －   

Ⅲ 利益剰余金               

１ 当期未処分利益   466,047     －     

利益剰余金合計     466,047 9.1   －   

Ⅳ その他有価証券評価差額金     26,271 0.5   －   

資本合計     5,011,640 97.9   －   

負債・資本合計     5,117,013 100.0   －   

     
 



    
前事業年度 

(平成17年12月31日) 
当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   2,091,125 37.8 

２ 資本剰余金               

 (1) 資本準備金   －     2,482,432     

資本剰余金合計      － －   2,482,432 44.8 

３ 利益剰余金                

 (1) 繰越利益剰余金   －     760,511     

利益剰余金合計        －   760,511 13.7 

株主資本合計      － －   5,334,069 96.3 

Ⅱ 新株予約権     － －   53   

純資産合計      － －   5,334,122 96.3 

負債・純資産合計      － －   5,537,316 100.0 

        



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  630,566 100.0 1,078,161 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１ 当期製品製造原価  373,390 595,764   

２ 商品評価損  3,256 376,647 59.7 1,036 596,800 55.4

売上総利益  253,918 40.3 481,360 44.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 149,632 23.8 242,656 22.5

営業利益  104,286 16.5 238,703 22.1

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  2,609 7,750   

２ 受取配当金  0 1,250   

３ 為替差益  1,246 76   

４ 出資金運用益  1,301 86,828   

５ 雑収入  356 5,514 0.9 1,165 97,071 9.0

Ⅴ 営業外費用    

１ 固定資産除却損  83 359   

２ 新株発行費償却  3,710 －   

 ３  株式交付費  － 4,126   

４  投資有価証券売却損  446 －   

５ 雑損失  － 4,239 0.7 685 5,170 0.4

経常利益  105,561 16.7 330,604 30.7

Ⅵ 特別利益    

１ 子会社株式売却益 ※２ － － － 118,712 118,712 11.0

税引前当期純利益  105,561 16.7 449,316 41.7

法人税、住民税及び事
業税 

 1,153 59,908   

法人税等調整額  △30,565 △29,412 △4.7 34,294 94,203 8.8

当期純利益  134,973 21.4 355,113 32.9

前期繰越利益  339,790   

合併引継未処理損失 ※３ △8,716   

当期未処分利益  466,047   

     



製造原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  31,445 8.4 36,224 6.1

Ⅱ 労務費  100,335 26.9 136,072 22.8

Ⅲ 経費 ※１ 241,609 64.7 423,467 71.1

当期総製造費用  373,390 100.0 595,764 100.0 

期首仕掛品たな卸高  － － 

合計  373,390 595,764 

期末仕掛品たな卸高  － － 

当期製品製造原価  373,390 595,764 

     

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

業務委託費 123,673千円

減価償却費 29,115千円

外注加工費 39,277千円

賃借料 11,836千円

その他 37,705千円

計 241,609千円

業務委託費 223,700千円

減価償却費  29,047千円

外注加工費    106,266千円

賃借料 15,498千円

その他     48,954千円

計        423,467千円

 ２ 原価計算の方法 

実際原価による月次総合原価計算を採用しており

ます。 

 ２ 原価計算の方法 

同左 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

   

前事業年度 
(平成17年12月期) 
株主総会承認日 

（平成18年３月23日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  466,047

Ⅱ 利益処分額  

１ 配当金  52,649

２ 取締役賞与金  8,000 60,649

Ⅲ 次期繰越利益  405,398

   



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 
評価・換算差

額等 

新株予約権 純資産合計
資本金 

資本剰余金 

資本準備金 

利益剰余金 

繰越利益剰余金
株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

平成17年12月31日 残高 2,064,025 2,455,296 466,047 4,985,368 26,271 104 5,011,744 

事業年度中の変動額        

新株の発行 27,100 27,136   54,236   △36 54,200 

利益処分による剰余金の配当     △52,649 △52,649     △52,649 

利益処分による役員賞与     △8,000 △8,000     △8,000 

当期純利益     355,113 355,113     355,113 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
        △26,271 △15 △26,286 

事業年度中の変動額合計 27,100 27,136 294,464 348,700 △26,271 △51 322,378 

平成18年12月31日 残高 2,091,125 2,482,432 760,511 5,334,069 － 53 5,334,122 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

① 子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

① 子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により

算定) 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定) 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

ただし、匿名組合出資金は、個別法

によっており、匿名組合財産の持分相

当額を投資その他の資産の「投資有価

証券」として計上しております。匿名

組合が獲得して純損益の持分相当額を

「営業外損益」に計上するとともに

「投資有価証券」を加減し、匿名組合

からの配当金は、「投資有価証券」を

減額しております。 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 ただし、ソフトウェアのうち自社利

用目的のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法、市場販売目的のソフトウ

ェアについては、見込有効期間（３年

以内）に基づく定額法を採用しており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用 

 支払対象期間にわたって均等償却し

ております。 

③ 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準  －  

  

役員賞与引当金  

役員の賞与支給に備えるため、賞与支

給見込額に基づき、定時株主総会に付

議する金額を計上しております。  

４ 繰延資産の処理方法 ① 新株発行費 

 商法施行規則に規定する最長期間

（３年間）で均等償却しております。 

① 株式交付費 

 企業規模拡大のために行う資金調達等

の財務活動に係るものは、繰延資産に計

上し、定額法（３年）により償却してお

ります。それ以外のものは、支出時に費

用計上しております。  

なお、前事業年度以前に計上した新株

発行費については、３年で均等償却し

ております。  

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



  

重要な会計方針の変更 

  

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

６ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜き方式によっております。 

① 消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月30日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準）  

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。  

  

 ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

9日 企業会計基準第５号）及び、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指

針第８号）に基づいて貸借対照表を作成しております。

従来の「資本の部」の合計額に相当する金額は

5,334,069千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  

  ──────  （役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。  

これにより、営業利益、経常利益、税引前当期純利益

は、各々12,000千円減少しております。  

  

 



表示方法の変更 

  

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月30日） 

  （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）  

当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日 実

務対応報告第19号）を適用しております。  

これにより、経常利益、税引前当期純利益は、各々

1,424千円減少しております。  

なお、前事業年度まで、貸借対照表、繰延資産において

表示しておりました「新株発行費」は当事業年度より、

「株式交付費」として表示しております。  

 また、前事業年度において、損益計算書、営業外費用に

おいて表示しておりました「新株発行費償却」および繰

延資産に計上した「株式交付費」の償却は、当事業年度

より、営業外費用「株式交付費」に含めて表示しており

ます。  

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 －  － 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

前事業年度 
(平成17年12月31日) 

当事業年度 
(平成18年12月31日) 

※１ 会社が発行する株式 普通株式 526,000株 

発行済株式総数 普通株式 131,624株 

－ 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

役員報酬 32,809千円

従業員給与 24,628千円

広告宣伝費 7,369千円

支払報酬 9,676千円

減価償却費 840千円

株式業務費 14,460千円

法定福利費 4,764千円

業務委託費 8,152千円

租税公課 11,569千円

役員報酬 34,154千円

従業員給与       51,985千円

広告宣伝費      10,660千円

支払報酬      9,330千円

減価償却費    1,602千円

株式業務費       18,614千円

法定福利費      8,585千円

業務委託費     12,864千円

租税公課       14,781千円

おおよその割合 おおよその割合 

販売費 34.47％

一般管理費 65.53％

販売費 41.81％

一般管理費 58.19％

※２          － ※２ 平成18年8月16日に子会社ゴメス・コンサルティン

グ株式会社が大阪証券取引所ヘラクレス市場に上

場した際に売出した同社株式の売却益でありま

す。  

※３ 子会社イー・アドバイザー株式会社との合併によ

る未処理損失の引継額 

   (合併期日 平成17年12月１日) 

   イー・アドバイザー株式会社 △8,716千円 

  

※３           －  



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年12月31日） 

当期における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成18年12月31日） 

子会社株式で時価のあるもの 

  

（注）時価は、平成18年12月29日の大阪証券取引所ヘラクレス市場の終値で算定しております。 

  

関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

  
千円 千円 千円 

器具備品 13,140 6,995 6,144

合計 13,140 6,995 6,114

取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

千円 千円 千円 

器具備品 4,080 1,223 2,856

合計 4,080 1,223 2,856

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,643千円

１年超 2,906千円

合計 4,550千円

１年内    802千円

１年超    2,103千円

合計     2,906千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 1,043千円

減価償却費相当額 964千円

支払利息相当額 82千円

支払リース料 871千円

減価償却費相当額    815千円

支払利息相当額   89千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

 
貸借対照表計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

ゴメス・コンサルティング株式会社 377,732 3,647,270 3,269,537 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

未払金否認額 489千円

減価償却費損金算入限度超過額 265千円

未払事業税 2,806千円

有価証券評価損  1,146千円

税務上の繰越欠損金  129,420千円

その他  2,118千円

繰延税金資産小計  136,247千円

評価性引当額 △87,712千円 

繰延税金資産合計 48,534千円 

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額 △18,023千円

繰延税金負債合計   △18,023千円

繰延税金資産の純額 30,511千円

（繰延税金資産）  

未払金否認額 1,744千円

役員賞与引当金 4,882千円

未払事業税否認額    7,485千円

その他     127千円

繰延税金資産合計    14,239千円 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.42％

税務上の繰越欠損金の利用 △39.51％

評価性引当金の増減 △30.56％

住民税均等割 1.09％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
△27.86％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.00％

評価性引当額の増減 △19.52％

住民税均等割 0.25％

その他 △0.45％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
20.97％



（１株当たり情報） 

（注）１ 前事業年度中（平成17年12月15日）に１株を２株に株式分割しております。 

 当事業年度中（平成18年12月１日）に１株を２株に株式分割しております。 

 前事業年度の１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、平成17年12月15日の株式分

割が、前事業年度の期首に行われたと仮定して算定しております。 

 当事業年度の１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、平成18年12月１日の株式分

割が、当事業年度の期首に行われたと仮定して算定しております。 

平成17年12月15日および平成18年12月１日の株式分割が前事業年度の期首に行われたものとして遡及計算した

場合、前事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は

以下のようになります。  

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 38,014円65銭       20,151円07銭 

１株当たり当期純利益 965円01銭    1,344円41銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
959円57銭 1,331円20銭 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 19,007円32銭 

１株当たり当期純利益  482円50銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 479円79銭 



２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

  

３ １株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりであります。   

  

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 134,973 355,113 

普通株主に帰属しない金額（千円） 8,000 － 

（うち利益処分による役員賞与金）  （8,000） － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 126,973 355,113 

普通株式の期中平均株式数（株） 131,577 264,141 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の

算定に用いられた普通株式増加数の主要

な内訳（株） 

    

平成12年第３回及び第４回新株引受

権付無担保社債の新株引受権 
745 931 

平成15年第１回新株予約権 － 1,689 

普通株式増加数（株） 745 2,620 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

①平成13年３月15日の定時株主総

会によって承認され、同年５月

18日に発行された、旧商法第

280条ノ19の規定による新株引

受権に基づく168株 

②平成15年３月19日の定時株主総

会によって承認され、同年11月

５日に発行された、商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定

による新株予約権に基づく

2,108株 

①平成13年３月15日の定時株主総

会によって承認され、同年５月

18日に発行された、旧商法第280

条ノ19の規定による新株引受権

に基づく256株 

②平成18年３月23日の定時株主総

会によって承認され、同年4月21

日に発行された、旧商法第280条

ノ20及び第280条ノ21の規定によ

る新株予約権に基づく510株 

項目 
前事業年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

純資産の部の合計額（千円）  ― 5,334,122 

純資産の部の合計額から控除する金額（千

円） 
― △53 

（うち新株予約権) (―) (△53) 

普通株式に係る期末期末の純資産額（千

円） 
― 5,334,069 

期末の普通株式の数（株） ― 264,704 



（重要な後発事象） 

(注）前連結会計年度の後発事象として記載してあるストックオプション（新株予約権）付与に関して、平成18年4月13

日開催の取締役会において、ストックオプション（新株予約権）の発行を決議し、平成18年4月21日に第２回新株

予約権を発行いたしました。。 

当該第２回新株予約権の内容及び規模は、１ 連結財務諸表等、注記事項、ストック・オプション等関係に記載

のとおりであります。 

  

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

ストックオプション（新株予約権）の付与 

平成18年2月20日開催の取締役会及び平成18年3月23日開

催予定の当社第9回定時株主総会で、商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社子会社の

取締役及び従業員の業績向上に対する意欲や士気を一層

高めることを目的として、当社及び当社子会社の取締役

及び従業員に対して、新株予約権を無償で発行すること

を決議いたしました。 

なお、実際の当該ストックオプション（新株予約権）の

発行は、その後の当社取締役会においてストックオプシ

ョン（新株予約権）の発行決議がなされることが条件と

なり、当該取締役会決議は本有価証券報告書提出日現在

行われておりません。 

－  

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円） 

投資有価

証券 

その他有

価証券 

㈱サーチナ 240 60,000 

小計 240 60,000 

計 240 60,000 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額（千円） 

  

  

 有価証券 

  

  

  

 その他有

価証券 

  

（証券投資信託の受益証券）     

 ＭＭＦ（１銘柄） 68,512,244 68,512 

 小計 68,512,244 68,512 

計 68,512,244 68,512 



【有形固定資産等明細表】 

  

【引当金明細表】 

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産               

建物付属設備 3,603 921 － 4,524 1,615 434 2,909 

器具備品 96,773 1,300 370 97,703 86,694 4,922 11,009 

有形固定資産計 100,376 2,221 370 102,228 88,310 5,357 13,918 

無形固定資産               

ソフトウェア 109,498 45,650 － 155,148 90,159 25,281 64,989 

ソフトウェア仮勘定 － 12,600 － 12,600 － － 12,600 

電話加入権 993 － － 993 － － 993 

無形固定資産計 110,491 58,250 － 168,742 90,159 25,281 78,582 

長期前払費用 191,422 － － 191,422 44,665 6,380 146,757 

繰延資産               

株式交付費 4,686 854 － 5,540 3,551 1,989 1,989 

繰延資産計 4,686 854 － 5,540 3,551 1,989 1,989 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

 役員賞与引当金 － 12,000 － － 12,000 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

     ハ 貯蔵品 

区分 金額（千円） 

普通預金 277,493 

定期預金 4,000,000 

合計 4,277,493 

相手先 金額（千円） 

ＳＢＩイー・トレード証券株式会社 16,963 

住友信託銀行株式会社 10,500 

モーニングスター・インク 9,827 

アサヒビール共済会 9,507 

大和證券投資信託委託株式会社 6,930 

その他 70,460 

合計 124,188 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) 
(Ｃ) 

───── 
(Ａ)＋(Ｂ) 

×100 

(Ａ)＋(Ｄ) 
───── 
２ 

────── 
(Ｂ) 

───── 
365 

113,853 1,131,424 1,121,088 124,188 90.0 38.4 

区分 金額（千円） 

セミナーテキスト 4,659 

 その他 98 

合計 4,757 



ニ 関係会社株式 

 ｂ 負債の部 

該当事項はありません。 

(3）【その他】 

特記すべき事項はありません。 

区分 金額（千円） 

ゴメス・コンサルティング株式会社 377,732 

モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社 30,000 

エージェント・オール株式会社  107,023 

株式会社株式新聞社 177,100 

合計 691,856 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）１ 平成19年３月23日開催の第10期定時株主総会の決議により定款が変更され、当会社の事業年度を「毎年１月

１日から同年12月31日まで」から「毎年４月１日から翌年３月31日まで」に変更いたしました。また、期末

配当の基準日および中間配当の基準日を各々毎年３月31日および９月30日に変更いたしました。 

２ 平成19年３月23日開催の第10期定時株主総会の決議により定款が変更され、当社の公告方法は次のとおりと

なりました。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告による公

告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。 

  

事業年度（注１） 

第10期事業年度 平成18年１月１日から平成18年12月31日まで 

第11期事業年度 平成19年１月１日から平成20年３月31日まで 

以後の事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで 

定時株主総会 
第10期事業年度   平成19年３月23日 

第11期事業年度以降 ６月中 

剰余金の期末配当基準日（注１） 

第10期事業年度 平成18年12月31日 

第11期事業年度 平成20年３月31日 

以後の事業年度 毎年３月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券、500株券 

中間配当基準日（注１） 
第11期事業年度 平成19年６月30日 

以後の事業年度 毎年９月30日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

公告掲載方法 電子公告 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等であるＳＢＩホールディングス株式会社は、東京証券取引所及び大阪証券取引所に上場しており、継

続開示会社であります。  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第９期) 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

 
平成18年３月24日 
関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 (第10期中) 
自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日 

 
平成18年９月25日 
関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年3月23日

モ ー ニ ン グ ス タ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているモーニングスター株

式会社の平成17年1月1日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モーニングスタ

ー株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 関 根 愛 子 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 尾 健太郎 

      



独立監査人の監査報告書 

 平成19年３月23日 

モーニングスター株式会社  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 井上 隆司  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 遠藤 康彦  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているモーニ

ングスター株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。  

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モー

ニングスター株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。  

  

追記情報  

（セグメント情報）【事業の種類別セグメント情報】（注）３．事業の区分方法の変更に記載されているとおり、従来

は事業の種類別セグメントの記載を省略していたが、当連結会計年度より「総合レーティング事業」を「レーティング」

の対象分野によって２つの事業区分とすることにしている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年3月23日

モ ー ニ ン グ ス タ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているモーニングスター株

式会社の平成17年1月1日から平成17年12月31日までの第9期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算

書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モーニングスター株

式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 関 根 愛 子 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 尾 健太郎 

      



独立監査人の監査報告書 

 平成19年３月23日 

モーニングスター株式会社  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 井上 隆司  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 遠藤 康彦  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているモーニ

ングスター株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。  

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モーニン

グスター株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 
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